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まえがき 
 

高圧ガスパイプラインを道路に敷設するに当たっては、平成 3年 2月に一般財団法人 国土技

術研究センターが新潟と仙台を結ぶガスパイプラインの整備に先立ち「高圧ガスパイプライン技

術指針（案）」を取りまとめたが、同指針（案）では高速自動車国道及び自動車専用道路につい

ては対象外としていた。 

その後、ガス事業を巡っては、平成 15 年にガス事業法が改正されガス導管事業者が創設さ

れ、平成 29 年 4 月からはガス小売り事業が完全自由化するなど、ガス・エネルギーを巡る状況

は大きく変化してきている。 

一方、我が国は少子高齢化、これに伴う生産年齢人口の大幅な減少、インフラの老朽化、大規

模災害への備えなど、これまでにない課題への対応が求められているが、天然ガスについては、

東日本大震災を契機に策定された「国土強靭化基本計画（平成 26 年）」において、「電力・天然

ガス等の地域間の相互融通を可能とする全国のエネルギーインフラや輸配送ネットワークの重点

的対策、電源の地域分散化の促進等の実現に取り組む」とされた。平成 28 年 6 月に公表された

「今後の天然ガスパイプライン整備に関する指針（案）」においては、広範な天然ガスパイプラ

インネットワークの必要性と全国的なガス導管整備には、高速道路のような整備の考え方（地域

の発展の拠点となる地方の中心都市を効率的に連絡することがその果たすべき機能）を参考にす

る必要があるとされている。 

また、東日本大震災以降、稼働率が極端に低下した原子力発電の代替のベース電力として、石

炭・石油火力発電よりも地球温室効果ガスの排出量が少ない天然ガス火力発電に対する期待が高

まってきている。 

以上のようなエネルギーセキュリティ・全国的な天然ガスパイプライン整備の議論等を踏まえ

ると、天然ガスパイプラインを高速道路に敷設する場合に技術的な面でどのような課題があるの

かを改めて整理する必要性が高まっている。 

こうした状況に鑑み、学識者、関係省庁、ガス事業者、高速道路会社等からなる本委員会が設

立され、高速道路における天然ガスパイプライン設置に関する技術的課題について、幅広い知見

を持って検討を行った。 

本報告書は、その結果を「高速道路における天然ガスパイプライン設置に関する技術的課題検

討報告書」として取りまとめたものである。高速道路に天然ガスパイプラインを敷設する際のメ

リット、優位となる際の条件、技術的に考慮すべき事項等を明らかにしたが、実際に敷設する場

合には、個々の現場条件を考慮したより詳細な検討が必要である。 

おわりに、本報告書の作成にご尽力いただいた委員各位、一般財団法人 国土技術研究センタ

ーならびに関係各位に対して、心よりお礼申し上げる。 
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1. 目 的 

一般財団法人 国土技術研究センターでは、新潟と仙台を結ぶガスパイプラインの整備に先立

ち、平成 3年 2月に「高圧ガスパイプライン技術指針（案）」を取りまとめている。 

この指針（案）は、高圧ガスパイプラインを道路に設置する場合を対象としているが、維持管

理上の観点から、高速自動車国道及び自動車専用道路については対象外としている。 

一方、東日本大震災以降、大きく変わったエネルギーの需給状況、平成 29年度から実施されて

いるガスの小売自由化、それに伴う全国的なガスパイプライン整備の議論等を踏まえると、天然

ガスパイプラインを高速道路に敷設する場合に技術的な面でどのような課題があるのかを改めて

整理する必要が高まっている。 

そこで、天然ガスパイプラインを高速道路等に敷設する場合に発生する技術的課題について検

討・整理し、もって当該施設の整備を検討する上での一助とすることを目的とするものである。 
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2. 用語の説明 

本報告書に用いる用語は、次の各号に掲げる用語は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

2.1. 天然ガスパイプライン関連 

(1) 「高圧導管」とは、ガスを輸送するためのパイプのことをいい、ガス圧は、1MPa 以上のも

のをいう。現状において我が国で用いられている高圧導管の口径は直径 24～30 インチ（65

～75cm）である。このパイプからガバナステーションを通って中圧導管、さらに地区ガバ

ナで低圧導管へと運ばれて、需要家に届く。 

(2) 「中圧導管」とは、高圧導管からガバナステーションで分岐し、各地区へ都市ガスを送る

パイプのこと。ガス圧は 0.1MPa 以上。口径は 10～75cm。 

(3) 「低圧導管」とは、個別の需要家にガスを供給するパイプのこと。ガス圧は、0.1MPa 未満。

口径は 5～30cm。 

(4) 「ガバナステーション」は、高圧で送出されたガスを減圧して、中圧導管に送り出す施設

のこと。 

(5) 「天然ガス」とは、天然に産する化石燃料である炭化水素ガスで、一般に、メタン、続い

てエタンといった軽い炭素化合物を多く含み、その他の炭素化合物も含む。 

(6) 「都市ガス」とは、天然ガスを原料とし、一定の熱量を持つように調整したもので、本来

は無色・無臭だが、ガス漏れ時にすぐに気が付くよう匂いがつけてある。 

(7) 「LP ガス（Liquefied Petroleum gas）」とは、プロパン、ブタンを主成分に持つ液化石油

ガスのこと。天然ガスから分離されるものと、石油の精製過程で分離されるものとがあり、

天然ガスに比べ熱量が大きい。 

(8) 「液化天然ガス（LNG：Liquefied Natural Gas）」とは、天然ガスを－161℃に冷却・液化

したもの。その体積は常温･常圧の気体に比べて約 1/600 に減少する。これを専用の冷凍

タンカー(LNG タンカー)で海上輸送すれば、遠い消費地までも経済的に配給することがで

きる。 

(9) 「天然ガスパイプライン」とは、天然ガスを輸送するために地上、地下、海底面、海底面

下に設置される鋼管パイプを連続的に接合したシステムと定義される。 
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2.2. 高速道路関連 

(1) 「高速道路」とは、高規格幹線道路等の自動車専用道路をいう。 

(2) 「本線」とは、車道、路肩、中央帯等による道路面のほか、盛土や切土等ののり面、橋・高

架、トンネルなどの構造物等で構成される高速道路本体のことをいう。 

(3) 「接続施設」とは、インターチェンジ、ジャンクション、スマートインターチェンジのこ

とをいう。 

(4) 「インターチェンジ」とは、高速道路と一般道路を連結する道（ランプ）を介して接続す

る施設のことをいう。 

(5) 「ジャンクション」とは、高速道路相互を連絡する道（ランプ）を介して接続する施設の

ことをいう。 

(6) 「スマートインターチェンジ」とは、高速道路の本線やサービスエリア、パーキングエリ

ア、バスストップから乗り降りができるように設置したインターチェンジで、通行可能な

車両は ETC を搭載した車両に限定される。 

(7) 「サービスエリア（SA）」とは、駐車場、園地、公衆便所（身体障害者用便所含む）、無料休

憩所の他に、営業施設として食堂、給油所（修理所含む）、売店等のサービス機能を備えた

休憩施設である。 

(8) 「パ－キングエリア（PA）」とは、駐車場、園地、公衆便所および売店等のサービス機能を

備えた休憩施設で必要に応じて給油所が設置される。設置間隔は、休憩施設：15km（最大 

25km）、サービスエリア相互：50km（最大 100km）とされている。 

(9) 「建築限界」とは、交通の安全を確保するため道路，軌道，鉄道上において障害となる工

作物や構築物の設置が許されない空間範囲のことをいう。 
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3. 参考とした基準・要領 

3.1. ガスパイプライン 

ガスパイプラインに関する、主な基準・要領は以下の通りである。 

表 3.1 ガスパイプラインの技術基準等 

名 称 発行年度 発行者 

高圧導管指針 H26.6 一般社団法人 日本ガス協会 

高圧ガス導管液状化耐震設計指針 H28.3 一般社団法人 日本ガス協会 

高圧ガス導管耐震設計指針 H25.4 一般社団法人 日本ガス協会 

長柱座屈防止のための耐震設計指針 H25.4 一般社団法人 日本ガス協会 

3.2. 高速道路 

高速道路に関する、主な基準・要領は以下の通りである。 

表 3.2 高速道路の技術基準等 

名 称 発行年度 発行者 

設計要領 第 1集～第 7集 H28.8 東日本高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

西日本高速道路株式会社 

道路構造令の解説と運用 H27.6 公益社団法人 日本道路協会 

道路土工構造物技術基準・同解説 H29.3 公益社団法人 日本道路協会 

道路土工要綱 H21.7 公益社団法人 日本道路協会 

道路土工-切土工・斜面安定工指針 H21.7 公益社団法人 日本道路協会 

道路土工-盛土工指針（平成 22年度版） H22.5 公益社団法人 日本道路協会 

道路橋示方書 Ⅰ～Ⅴ H24.4 公益社団法人 日本道路協会 

道路トンネル技術基準（構造編）・同解説 H15.12 公益社団法人 日本道路協会 
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4. 天然ガスインフラの概要 

4.1. 天然ガスの産出量と貿易量 

天然ガスは、表 4.1 に示すように、過去 40 年間で世界で最も拡大したエネルギー源であり、

特にアジアでは LNG（液化天然ガス：Liquefied Natural Gas）の利用が多い。 

天然ガスは、石油に比べ温室効果ガス排出量が 25％少なく、地球温暖化対策が強く求められ

る先進国を中心に、特に発電用の消費が伸びた。 

我が国では、東京ガス（株）と東京電力（株）が昭和 44 年に輸入を開始したのが先駆けとな

り、日本の電力・ガス会社が世界の LNG 市場の発展を牽引してきた。図 4.2 に示すように、近

年は日本（世界の 1/3 を占める最大輸入国）のみならず、世界でその需要が高まってきている。 

 

表 4.1 世界のエネルギー供給の内訳の変遷 

 

出典：BP Statistics, Cedigaz より資源エネルギー庁作成 

（第 32 回ガスシステム改革小委員会配付資料） 

 

 

図 4.1 世界の輸送方式別天然ガス貿易量の推移 

出典：エネルギー白書 2016（BP「Statistical Review of World Energy 2015」）より 

資源エネルギー庁作成 
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図 4.2 国地域別の天然ガス輸入量の推移 

出典：BP Statistics, Cedigaz より資源エネルギー庁作成 

（第 32 回ガスシステム改革小委員会配付資料）に加筆 
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4.2. 天然ガスの料金と価格 

図 4.3 は、ガス料金を産業用と家庭用に分けて比較したものである。日本は他国に較べて、

産業用では 2～8倍、家庭用では、1.5～4 倍程度高い料金となっている。 

図 4.4 は、1992 年から 2016 年までの日本、欧州、米国の天然ガス価格の推移を示したもので

ある。日本の天然ガス価格は、2008 年以前は天然ガスの液化と輸送にかかるコストの分だけ欧

州よりも高い程度であったが、2008 年以降は欧米に比べてそれ以上の価格差が生じている。こ

の原因は、米国ではシェール革命、欧州ではガスの自由化によるものと考えられ、我が国でも

2017 年度よりガスの自由化が開始されるため、価格の低減が期待される。 

 

 

図 4.3 ガス料金の国際比較 

出典：第７回ガスエネルギー小委員会配付資料（青山伸昭氏の提出資料）を元に図化 

 

（注）アメリカは本体価格と税額の内訳不明。日本のみ年度。OECD/IEA「Energy Prices & Taxes 

4th Quarter 2013」、日本は日本ガス協会「ガス事業便覧平成 25 年版」を基に作成 

 

※「シェール革命」とは、頁岩（けつがん、シェール）と呼ばれる硬い岩盤に閉じ込められ

た石油・天然ガスによってもたらされるエネルギー革命のこと。どちらも従来は取り出す

のが難しかったが、採掘方法が近年編み出され、新しいエネルギーとして期待が高まって

いる。 
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図 4.4 天然ガス価格の推移 

出典：貿易統計、IMF Primary Commodity Prices 日本: JLC 米国：Natural Gas spot price at the  

Henry Hub 欧州：Russian Natural gas border price in Germany より資源エネルギー庁

作成（第 32 回ガスシステム改革小委員会配付資料） 

 

※BTU（英国熱量単位： British thermal unit）とは、ヤード・ポンド法のエネルギー・仕事・

熱量の単位で、約 1055.06J（ジュール）である。天然ガスでは、1,000 CF（立方フィート）

が概ね「百万 BTU」（MMBtu 、MMBTU 、mmBTU などと表記）に相当することからよく用いられ

る。 
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4.3. 幹線導管の敷設コスト 

4.3.1. 敷設コスト比較 

表 4.2 に、我が国の天然ガス幹線導管の敷設コストを示す。 

単位コストで比較すると、我が国は海外よりも一桁高くなっている。 

 

表 4.2 天然ガス幹線導管敷設コストの国際比較 

 

出典：第７回ガスエネルギー小委員会配付資料（青山伸昭氏の提出資料） 

 

4.3.2. Right Of WAY（ROW、ライト オブ ウェイ） 

欧米では輸送目的長距離パイプラインは、図 4.5 に示す敷設権（ROW：Right Of Way）とい

う私有地を含めた利用が認められているケースが多い。 

そのため、パイプラインルートの自由度や建設工法の違い（欧米では図 4.6 に示す「スプレ

ッド工法」という連続して高効率にパイプラインを敷設する工法が主流）から、我が国とは表 

4.2 に示す建設コストや建設工期に大きな差異が生じている。 

 

 

図 4.5 ライトオブウェイの考え方（カナダ） 

出典：カナダ ENBRIDGE 社のホームページより 

 

内径 距離 単位コスト ⼯事年
(inch) (Km) $/Inch/m （着⼯）

帝⽯静岡ライン（昭和−御殿場） 15 83 200 2004
⼤阪ガス滋賀ライン（草津−多賀） 23 46 230 2003
東京ガス中央幹線 23 23 370 2004
ボリビアーブラジル 24 3,150 28 1999
ウレンゴイ（ロシア）−ウージュホロド（ウクライナ） 56 3,200 25 1983
NE ブリティッシュコロンビア（カナダ） 42 2,988 30 2000

国内陸上PL

海外陸上PL
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図 4.6 スプレッド工法の工事例（カナダ） 

出典：オーストラリア McConnell Dowell 社のホームページより 
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4.4. パイプライン網の現状 

4.4.1. 諸外国のパイプラインの現状 

諸外国におけるパイプラインの現状として、「欧州、北米、中国、台湾、韓国」のパイプライ

ン網を以下に示す。 

 

(1) 欧州 

1940～60 年代の国産天然ガス開発を契機に国内パイプライン網を整備し、域内のガス需要

の増加に伴い、1970 年代からロシアからのガス受入れのため国際パイプラインが整備されて

いる。 

 

 
図 4.7 欧州のパイプライン網 

出典：欧州ガスインフラ協会資料（2013）より作成 
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(2) 北米 

1930 年代から長距離高圧ガスパイプラインの整備が開始され、第二次世界大戦後の需要増

やメキシコ湾を中心とする豊富な天然ガスの発見を受け、パイプライン網の整備が進んだ。 

近年は、シェールガスの増産によりガスパイプラインと LNG 基地を増強している。 

 

 
図 4.8 北米のパイプライン網 

出典：IEA「Medium-Term Oil and Gas Markets 2010」より作成 
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(3) 中国 

天然ガスの将来需要（2035 年に 5倍増）に向け、LNG 基地・輸入パイプライン、国産ガス田

（タリム・四川盆地等）からの輸送パイプラインを整備中である。 

 

 

図 4.9 中国のパイプライン網 

出典：資源エネルギー庁作成資料 

（第 1回天然ガスシフト基盤整備専門委員会配付資料）に加筆 
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(4) 台湾 

1984 年に LNG 基地とパイプラインの建設が開始され、1990 年に LNG 基地の運転開始、2000

年に陸上幹線・海底幹線パイプライン（730km）が完成している。 

 

 
図 4.10 台湾のパイプライン網 

出典：中華民國公用瓦斯事業協會ホームページ、 IEEJ「天然ガスパイプライン建設における諸外

国政府の関与状況」より作成（第 1回天然ガスシフト基盤整備専門委員会配付）に加筆 

 

 

※ 台湾のガスパイプラインについては、平成 29 年 7 月 4日（火）の現地調査により新たな知見

を得たので、その結果を次ページに示す。 
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ガス市場で需要と供給の安定性を達成するように、またその機能を柔軟に生かすために、CPC

（China Petroleum Corporation：台灣中油股份有限公司）は、1,757km の高圧導管、45 箇所

のガバナステーションと8つの供給センターをもつ1,471kmの地域供給のための環状の中低圧

導管からなる台湾西部の導管網と流通機構を建設した。 

 

 

 

 

図 4.11 台湾のパイプライン網（2） 

出典：CPC の HP 及び訪問時のヒアリング 
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(5) 韓国 

1983 年に LNG 基地とパイプラインの建設が開始され、1986 年の LNG 基地の運転開始、2002

年に幹線パイプライン、2007 年に輸送幹線（2,739km）が完成している。 

 

 

図 4.12 韓国のパイプライン網 

出典：KOGAS「2008 Annual Report」、IEA「Natural Gas Information 2009」、IEEJ「天然ガスパ

イプライン建設における諸外国政府の関与状況」より作成（第 1回天然ガスシフト基盤整

備専門委員会配付）に加筆 
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(2) 都市ガスの供給区域 

図 4.15 は、我が国における都市ガスの供給区域を示したものである。 

一般ガス事業者の供給区域は、日本の国土の約 5.5%であり、いわゆる「空白地域」が広く

存在している。都市ガス総需要の約 8割が東京ガス、大阪ガス、東邦ガス及び西部ガスの大手

4社による供給となっている。 

 

 
 

図 4.15 都市ガス事業の供給区域の現状 

出典：資源エネルギー庁作成資料（第 1回天然ガスシフト基盤整備専門委員会配付資料） 
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(3) 諸外国と我が国のパイプライン比較 

表 4.3 および図 4.16 に、諸外国と我が国のパイプライン延長を示す。 

我が国は他国に比べ、天然ガスの供給ライン（中低圧導管）長に対する幹線導管（輸送ライ

ン）長が貧弱（比率が低い）である。 

 

表 4.3 天然ガス幹線導管敷設距離の国際比較 

 

出典：ENERGY & FIGURES 2003, EUROSTAT 

 

 

図 4.16 天然ガスパイプライン長 

（表 4.3 を元に作図） 

 

輸送ライン 供給ライン 合計
アメリカ 2002 - 525,540 1,781,301 2,306,841

英国 2001 4,638 19,005 261,765 280,770
イタリア 2000 4,347 30,500 190,000 220,500
ドイツ 2001 2,370 59,000 311,000 370,000

フランス 2001 5,746 34,400 165,100 199,500
⽇本 2000 7.8 1,397 211,180 212,577

年 ⽯油
パイプライン

天然ガスパイプライン
(単位： Km)
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4.5. パイプラインの維持管理 

敷設されたガスパイプラインの一番の課題は、凍結や腐食対策である。凍結対策として、輸送

する前にガス中の水分を除き、腐食対策として、ポリエチレンコーティングや電気防食（外部よ

り電流を連続的に与え、鋼管がイオン化するのを防ぐ）が施される。 

24 時間のテレメータ監視により、パイプラインを通るガスの流量、圧力はモニタリングされ、

緊急時にはパイプライン沿線に設置された緊急遮断弁を遠隔操作によって、動作させる。 

定期的な巡回管理の他に、地盤の不等沈下等によりパイプラインに発生する応力を把握するた

めに定期的な測量の実施（沈下管理）や、電気防食が適正な状態にあるかを把握するために電位

測定を実施（防食管理）などの保全管理を実施している。 

検知機にガス漏洩検査（日本の場合は法定で 14 ヶ月に 1回）、内面検査ピグによる腐食やパイ

プの異常の検査（概ね 10 年に 1回）を実施している。 

図 4.17 に示す内面検査ピグは、ガス輸送を止めることなくパイプライン配管の内側を自動

走行し、外面、内面の腐食や損傷等を検知する検査機器で、湾曲部や鉛直部でも走行可能で口径

6～56 インチまで対応可能である。 

 

 

図 4.17 内面検査ピグ 

出典：イギリス PII 社資料より 
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4.6. 事故とインシデント 

本項においては、国内外における天然ガスパイプラインの事故とインシデントについて概観し

ているが、実際に計画する際には、こうした事例を踏まえて、パイプライン供用後のトラブルや

事故発生時の対応について検討が必要である。 

 

4.6.1. 事故 

(1) 米国の事故 

2000 年 8 月 19 日に米国ニューメキシコ州 エディー郡内で発生した、エルパソ天然ガスパ

イプラインの事故状況を、図 4.18 および図 4.19 に示す。 

 

図 4.18 パイプラインの事故状況（火の玉） 

出典：NTSB パイプライン事故報告より 

 

 

図 4.19 事故後の現地写真 

出典：NTSB パイプライン事故報告より 
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(2) 我が国の事故 

表 4.4 は、我が国における高圧導管の事故及び事故につながりかねない事象の件数である。 

平成 16～28 年の約 12 年間に、7例が報告されている。 

 

表 4.4 特定導管事業者の高圧導管の事故及び事故につながりかねない事象件数 

原 因 鉱山保安法による管理 
（昭和 40 年～平成 16 年 3 月） 

ガス事業法による管理 
（平成 16 年 4 月～平成 28 年 10 月） 

自然災害 8 3 
他工事 7 3 

腐食（架管部） 2 0 
その他 1 1（材料不良） 

出典：天然ガス鉱業会、ガス導管事業者におけるパイプラインに対する保安対策の状況について 

H22.11 に加筆 

 

4.6.2. インシデントの発生原因 

図 4.20 は、欧州における最近の 10 年間（2004 年から 2013 年）における事故原因の割合で

ある。様々な要因によりインシデントが発生しているが、他工事と腐食により半数以上が占め

られている。 

 

  
図 4.20 高圧導管のインシデント原因の割合（2004-2013） 

出典：European Gas Pipeline Incident Data Group ,GAS PIPELINE INCIDENTS 9th Report,  

February 2015  

 

 

 

※「インシデント」とは、事故が発生する一歩手前の状況からすでに目に見える事故や災害が

発生してしまった状況をいう。突発的な出来事で、迅速な対応が要求され、即座に対応しな

ければ被害が広がっていくものすべてをいう。 
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4.6.3. インシデントの発生件数 

欧州のガスパイプライン（全長 398 万 km）における、事故及び事故につながりかねない事象

の発生件数を図 4.21 に、原因別の発生頻度を図 4.22 に示す。 

1970 年から 2013 年までの 44 年間の発生件数は 1,309 件、頻度は 0.33／1,000km･年であるの

に対し、2004 年から 2013 年の 10 年間の発生件数は 209 件、頻度は 0.16／1,000km･年であり、

約半分の頻度になっている。 

 

 

図 4.21 欧州における高圧導管の事故等の発生件数の推移 

出典：European Gas Pipeline Incident Data Group ,GAS PIPELINE INCIDENTS 9th Report,  

February 2015 

 

 

図 4.22 欧州における高圧導管の事故等の原因別発生頻度の推移 

出典：European Gas Pipeline Incident Data Group ,GAS PIPELINE INCIDENTS 9th Report,  

February 2015  
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4.6.4. 発生原因の分析 

(1) ホットタップ工法時の施工不良 

図 4.23 は、欧州におけるホットタップ工法時の施工不良によるインシデントの発生件数を

口径別に示したものである。 

口径 11 インチ以上の事故例はないが、これは大口径になることにより施工ミスがなくなり、

ホットタップ工法で施工した際の安全性が向上するためである。 

今回検討対象とする高圧導管口径は 24～40 インチであるため、ホットタップ工法時の施工

不良によるインシデントが発生する可能性は低い。 

 

 

図 4.23 欧州における高圧導管の口径と 

ホットタップ工法の欠陥によるインシデントの発生頻度（2004-2013） 

出典：European Gas Pipeline Incident Data Group ,GAS PIPELINE INCIDENTS 9th Report,  

February 2015  

 

 

 

 

※「ホットタップ工法」とは、本管のガスの流れを停止せずに、分岐する延長管を接続して

ガスを取出す流体の活管分岐取出し工法のこと。 

 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0

0.01

0.02

0.03

<5 5≤d<11 11≤d<17 17≤d<23 23≤d<29 29≤d<35 35≤d<41 41≤d<47 d≥47

施
工

延
長
（
km

）

イ
ン
シ
デ

ン
ト
生
起

頻
度
（
1
,0
00
km

‐y
r）

高圧導管の口径（インチ）

インシデント生起頻度（1,000km‐yr） 施工距離（km）

検討対象のパイプラインの口径



4-22 

 

 

(2) 腐食 

図 4.24 は、欧州における腐食によるインシデントの発生件数を、肉厚別に示したものであ

る。 

高圧導管の肉厚が 10mm 以上であれば、腐食は発生していない。 

今回検討対象とする肉厚は、十数 mm 以上であり、防食管理も徹底しているため、腐食によ

るインシデントが発生する可能性は低い。 

 

 

図 4.24 欧州における高圧導管の肉厚と腐食の発生頻度の関係（2004-2013） 

出典：European Gas Pipeline Incident Data Group ,GAS PIPELINE INCIDENTS 9th Report,  

February 2015 
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(3) 材質不良 

図 4.25 は、欧州における材質不良によるインシデントの発生件数を、材質等級別に示した

ものである。 

高圧導管の材質規格が X65（ISO 3183、API 5L X65、API：アメリカ石油協会）以上では材

料破壊は発生していない。 

日本国内でも最近では X80 規格を適用した高圧導管が用いられており、今回検討対象とする

規格は X65 以上のため、材質不良によるインシデントが発生する可能性は低い。 

 

 

 
図 4.25 欧州における高圧導管の材質と材料破壊によるインジデントの発生頻度の割合 

（2004-2013） 

出典：European Gas Pipeline Incident Data Group ,GAS PIPELINE INCIDENTS 9th Report,  

February 2015 
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4.7. 山岳部の導管敷設 

イタリアとスイスを結ぶ山岳地帯では、図 4.26 に示すように、山岳トンネル内に幹線ガスパ

イプライン（48 インチ）が敷設されている。 

標高 1,500ｍ～2,400ｍのアルプス区間を、図 4.27 に示す 14 本のトンネルにより 41％～85％

の勾配で敷設されている。 

 

 

図 4.26 山岳トンネル坑内の様子 

出典：スイス TRANSITAGAS 社のホームページより 

 

 

図 4.27 ガスパイプラインの縦断図 

出典：スイス TRANSITAGAS 社のホームページより 
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4.8. 海底パイプライン敷設の考察 

海底敷設における問題、安全管理及び国内事例を以下に示す。 

海底パイプラインは 2地点間の輸送は有効であるが、途中に多数の需給（分岐）箇所がある場

合は適当ではなく、陸上部施工に対してコストや工期が増加することが懸念される。 

 

4.8.1. 海底敷設における問題 

 単に輸送のみでなく、ガスの需給に応えるためには途中で中圧管への分岐が必要となる

が、海底パイプラインの場合、陸揚げの施工性が非常に悪く、後付けによる分岐は困難

である。 

 漁業補償が膨大で、漁業者との交渉期間が長引く傾向にある。 

 他のライフライン（特に通信ケーブル）への配慮のため、陸上ルートに比較して施工性

が劣る。 

 浚渫が必要となり、工事費、施工期間が陸上ルートよりも増大する。 

 陸上よりも高規格の導管を採用する場合が多く、工事費が増大する。 

 

4.8.2. 海底敷設時の安全管理 

 設計外力、非破壊検査、圧力試験以外は、基本的に一般社団法人日本ガス協会「高圧導

管指針（2014）」に従えばよい。 

 総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会ガス安全小委員会の資料「長距離海底

パイプラインの技術基準について」によれば、設計外力として潮流等を追加、非破壊検

査として超音波試験を追加、圧力試験では陸上より 1.25 倍の基準値を設定する。 

 

4.8.3. 国内の海底パイプライン事例 

 伊勢湾横断海底パイプライン 

シールド工法により敷設し、エアモルタルで充填している。 

 仙台からいわきまでの海底パイプライン 

天然ガス需要の増大に伴い充分な供給能力が確保できない状況となったことと、主要

資機材の著しい高騰による建設費の大幅な増加のために断面。 

 サハリン 2の海底パイプライン 

ロシア側の海洋環境への配慮という理由で実現せず。 

 茨城幹線（図 4.28） 

陸上ルートと海底ルートを調査し、陸上ルートが選定されている。 
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図 4.28 パイプラインル－ト計画図 

出典：東京ガス株式会社  ホームページより 
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4.9. 諸外国の事業主体等 

諸外国のガスパイプラインの整備主体等を、表 4.5 に示す。 

欧米先進国の幹線ガスパイプライン整備は、アメリカとドイツのみが民間事業者主体で、その

他の国では国家主導で進められている。 

また、諸外国では、ガスパイプライン建設に、民有地における ROW の設定による強制収用権が

付与され、公有地への敷設は代替手段とされている。 
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5. 高圧導管の概要 

 

5.1. 高圧導管の要求性能 

高圧導管、高圧配管及び高圧容器の主要材料及び接合方法は、使用条件、施工性、維持管理性

等を考慮して選定される。高圧導管（材料、接合）の要求性能としては、「高圧導管指針」より、

次のように示されている。 

 

5.1.1. 主要材料 

高圧導管、高圧配管及び高圧容器の主要材料は、最高使用温度及び最低使用温度において、

材料に及ぼす化学的及び物理的影響に対し、最高使用圧力に応じて安全な機械的性質を有する

ものでなければならない（定めた JIS 規定による）。 

 

5.1.2. 接合 

高圧導管、高圧配管及び高圧容器の接合は、材料の種類、供用中の荷重並びに最高使用温度

及び最低使用温度における最高使用圧力に対し、適切な構造でなければならない。 

 

溶接接合：設計上要求される強度以上の強度でなければならない。溶接方法及び溶接部の設計

について、定めた JIS 規定に従う。 

フランジ接合：設計上要求される強度を満足する構造でなければならない。フランジの規格及

び形状について、定めた JIS 規定に従う。 

機械的接合：設計上要求される強度を満足する構造でなければならない。 

定めた独自規定（構造４種、適用外径５種）に従う。 

分岐方法：高圧導管、高圧配管及び高圧容器を分岐する場合は、設計上要求される強度を満足

する構造でなければならない。管内ピグ走行の通過を考慮したスムーズティを使用

することが望ましい。ノズル穴は「ガス工作物技術基準・同解釈例」に準じて補強

する。 
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5.2. 高圧導管の設計 

5.2.1. 設計種別 

高圧導管の設計種別は、敷設形態によって「一般構造設計」と「特殊構造設計」に区分される。 

 

(1) 一般構造設計 

1) 敷設箇所 

平らな原地盤（特殊構造設計箇所外） 

2) 基本的考え方 

高圧導管に加わる諸荷重によって生じる応力、ひずみ、変位が許容値を超えないように管

厚でなければならない。許容値は、定めた JIS 規定、ISO3183（API 5L）に従う。 

3) 一般構造設計における荷重の種類：構造設計に最低考慮する荷重は以下のものとする。 

①内圧（＝最高使用圧力とする） 

②土圧（＝0.001×土の単位体積重量×管の埋設深さ） 

③路面荷重による土圧（＝ブシネスク式に基づく） 

4) 一般構造設計における設計 

①高圧導管の管厚の算定式 3種より適切な値を選定する。 

②レジューサ部分の厚さは、定めた算定式より算出する。 

③えび曲げ管部分の厚さは、定めた算定式より算出する。 

 

(2) 特殊構造設計 

1) 敷設箇所 

伏越、架管、共同溝内、シールド・山岳トンネル内等の大規模特殊部内 

2) 基本的考え方 

高圧導管に加わる諸荷重によって生じる応力、ひずみ、変位が許容値を超えないように管

厚でなければならない。 

3) 特殊構造設計における検討範囲 

両端の固定端（構造上、固定端がない場合は、土中の仮想固定点）までとする。 

4) 特殊構造設計における荷重の種類 

構造設計に際して以下の荷重を考慮する。 

出典：高圧導管指針 
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5.2.2. 荷重の種類 

(1) 荷重の種類 

一般構造設計と特殊構造設計において考慮する荷重の種類を、表 5.1 に示す。 

また、表 5.2 は、特殊構造設計における荷重の種類を示す。 

 

表 5.1 荷重の種類 

 

〇：応力による評価を行う。ただし、架管のレベル 2地震動はひずみ評価を行う。 

●：主荷重とは別に検討を行う。レベル 2地震動において、長柱座屈の恐れがある場合は、「長柱

座屈防止のための耐震設計指針」（2013）に従って検討を行う。 

△：レベル 2 地震動や液状化の影響が架管や空洞内配管に及ぶような配管系の場合には、検討を

行う。 

－：一般構造設計を行う範囲においては、従荷重は生じない。 

出典：高圧導管指針 

 

表 5.2 特殊構造設計の荷重の種類 

 

※１：検討範囲の直接埋設部分について考慮する。 

※２：外気温の影響を受ける場合は共同溝に準じる。 

出典：高圧導管指針 

レベル１
地震動

レベル２
地震動

液状化

〇 － ● ● ●

〇 〇 〇 〇 △

伏越配管 〇 〇 〇 △ △

共同溝内配管 〇 〇 〇 △ △

大規模特殊部内配管
（シールド・山岳トン

ネル内等）
〇 〇 〇 △ △

地震の影響
地震以外の

影響

従荷重

主荷重敷設形態

一般構造設計

架管

空洞内配管

特
殊
構
造
設
計

伏越配管 共同溝内配管
大規模特殊部内配管

（シールド・山岳トン
ネル内等）

内圧 〇 〇 〇 〇

自重 〇 〇 〇 〇

土圧 〇※１ 〇※１ 〇※１ 〇※１

路面荷重 〇※１ 〇※１ 〇※１ 〇※１

風荷重 〇 － － －

雪荷重 〇 － － －

温度変化の影響 〇 〇※２ 〇 〇※２

地震の影響 〇 〇 〇 〇

荷重の種類 架管

空洞内配管

主
荷
重

従
荷
重
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■特殊構造設計における応力・ひずみ 

特殊構造設計に際して、円周方向応力、軸方向応力及び合成応力を考慮する。架管のレベル

２地震動による地震の影響では、円周方向ひずみ及び軸方向ひずみを考慮する。 

■特殊構造設計における許容応力・許容ひずみ 

①主荷重によって生じる高圧導管の円周方向及び軸方向の許容応力は、次式よる。 

「許容応力＝長手継手の継手効率×規格最小降伏応力または耐力／安全率 2.0」 

②従荷重を考慮した場合の円周方向応力及び軸方向応力の許容応力は、主荷重と従荷重の

組合せにより、定める割増率を用いて、割り増しすることができる。 

③主荷重及びそれぞれの一つの従荷重によって生じる合成応力の許容値は、規格最小降伏

応力または耐力の 90％とする。 

④架管のレベル 2地震動の影響を考慮した場合の許容ひずみは３％とする。 

出典：高圧導管指針 

 

(2) 地震時の設計方法 

表 5.3 に、地震の影響に対する構造設計の方法を示す。 

過去の地震におけるパイプライン状況より、「高圧導管」は、想定される地震動に対し十分な

耐性を有し、重大な被害が発生していないことから、要求性能を十分満足していると考えられ

る。 

表 5.3 地震の影響に対する構造設計の方法 

 
出典：高圧導管指針 

●過去の地震動における実績 

１．兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災） 

震度 7を観測した地点に高圧ガス導管は存在しなかったものの、震度 7エリア内にある中圧

ガス導管で裏波溶接法による溶接鋼管においては、被害がなかった。高圧ガス導管の材質等

の仕様は、中圧ガス導管よりグレードが上であり、同じ裏波溶接法を用いているため、高圧

ガス導管が同じ地区に埋設されていたとしても健全であったと結論づけている。 

２．東日本大震災 

震度 7 を観測した地点に高圧ガス導管は存在しなかったものの、震度 6 強の揺れに対して、

被害がなかった。 

地震の影響 構造設計方法及び評価方法

レベル１地震動

レベル２地震動

液状化
・主荷重に対する設計がなされた管を前提に、日本ガス協会「高圧ガス導管液状化
耐震設計指針」（2001）に従って検討する。
・管に発生する変位を評価する。

架管
空洞内
配管

レベル１地震動
・「道路橋示方書」に準拠して設計震度を設定し、主荷重と地震荷重との組み合わ
せにより、震度法に基づく評価を行う。
・管に発生する応力を評価する。

架管 レベル２地震動
・「道路橋示方書」に準拠して設計震度を設定し、主荷重に対する設計がなされた
管を前提に、震度法に基づく評価を行う。
・管に発生するひずみを評価する。

一般構造設計

特殊構造設計

敷設形態

・主荷重に対する設計がなされた管を前提に、日本ガス協会「高圧ガス導管耐震設
計指針」（2013）に従って検討する。
・管に発生するひずみを評価する。
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5.2.3. 不連続部分の設計 

(1) 不連続部の設計方法 

ガバナステーション等の付属施設や高架やトンネルへの接続部分、土工区間からコンクリー

ト基礎等への接続部分、地盤条件の変化点の通過等、高圧導管の敷設環境が不連続となる部位

は、「特殊部」として扱う。特殊部では、図 5.1 に示すように考えうる荷重や導管の支持条件

を考慮した応力解析による設計を行う。 

ただし、高圧導管そのものは不連続とはせずに、図 5.2 に示す管のたわみによる可撓性の

確保を基本とし、必要に応じて図 5.3 に示す二重管構造等も検討する。 

逆に、カルバートボックス等の本線横断構造物を避ける目的で、高速道路盛土部から一般道

へ向けて配管する場合等は、地盤条件が変化しない限りは「特殊部」としては扱わない。 

特殊部以外の一般部と特殊部の境界部は、特殊部に含めて検討する。特殊部の前後の区間ま

でを解析の対象範囲とした上、荷重や支持条件を考慮した解析を行い、導管の可撓性が十分か

どうかを確認する。 

 

図 5.1 特殊部の配管系評価フロー 

出典：高圧導管指針 
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図 5.2 たわみによる可撓性確保のイメージ 

出典：ガス導管の沈下対策（日本鋼管株式会社） 

 

 

図 5.3 二重管構造のイメージ 

 

出典：ガス導管の沈下対策（日本鋼管株式会社） 
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(2) 特殊構造設計の検討範囲 

「高圧導管指針」では、特殊構造設計の検討範囲は次のように示されている。 

 

 

出典：高圧導管指針 
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図 5.4 特殊構造設計における検討範囲 

出典：高圧導管指針 
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5.3. 高圧導管の口径と本数 

欧米では高圧導管の口径は 16～56 インチが採用され、需要が増えれば増設するという考えか

ら、一般的には 24～36 インチが採用されている。 

我が国では、同じルートに複数条を別工事で敷設するよりも、長期の需要を見越して最初から

大きめの口径のパイプを敷設することが多い。 

ガス輸送量は口径の 2.5 乗に比例するので、たとえば、表 5.4 に示すように、30 インチ・２

条と 40 インチ・１条の輸送力はほぼ同じになるが、費用対効果の点では、大口径のパイプライ

ンを敷設した方が有利である。 

 

今回の検討に用いた導管径（40 インチ・１条）は、数十万から 100 万 kW 級の天然ガス火力発

電など大口需要家を想定した場合に必要となる口径である。 

 

表 5.4 高圧導管の口径による輸送能力の比較 

口径（インチ）［cm］ 24［60］ 30［75］ 36［90］ 40［100］ 

輸送能力 

（それぞれ口径の基準を

100 とした場合の比較） 

100 175 276 359 

57 100 157 205 

36 63 100 130 

28 49 77 100 

※1 インチ＝2.54 センチ 
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5.4. 高圧導管の路面下埋設 

高圧導管を路面下に埋設する場合は、以下の国土交通省通達に従い、埋設深度 1.2ｍ以上を確

保する。 
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5.5. 斜面の崩壊 

高圧導管は斜面崩壊の危険がある場所を避けた配管が原則であるが、やむを得ない場合には斜

面崩壊を考慮した検討が必要である。 

以下に、豪雨と地震による高速道路の斜面崩壊の被災事例を示す。 

 

5.5.1. 斜面の崩壊事例 

(1) 豪雨による斜面崩壊 

平成 13 年 6 月の豪雨により発生した「上信越道 富岡地区」における斜面崩壊である。 

豪雨の地下水流入により、傾斜地盤上の腹付け盛土で深層崩壊による斜面崩壊が発生した。 

 

 

写真 5.1 斜面崩壊状況 

 

 

図 5.5 想定すべり面 

 

出典：道路供用後の傾斜地盤上盛土の崩壊事例とその対策  

奥園誠之 地盤工学会誌，56-4(603) 

 

想定すべり面 
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(2) 地震による斜面崩壊 

平成 21 年 9 月の駿河湾地震による「東名高速道路 牧之原 SA 付近」の斜面崩壊である。 

 

 

写真 5.2 崩壊写真 

 

  

 

図 5.6 崩壊状況 

 

出典：東名高速道路牧之原地区地震災害検討委員会報告 H21 中日本高速道路㈱ 

想定すべり面 
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5.6. 高圧導管の近接工事 

5.6.1. 高圧導管の近接工事における協議 

既設の高圧導管に対する近接工事の定義や制約事項は特に定められていないが、表 5.5 に示

す事項等について個別協議を行うことが必要である。 

なお、次項は、高圧導管の周囲において工事を行う場合の協議方針を示し、掘削により高圧

導管等が露出する場合等には防護措置を講ずる必要がある。 

 

(1) 協議方針 

 

 

・ 把握した他工事の高圧導管等への影響が最小限となるように施工位置、工法について

協議する。 

・ 高圧導管等が他工事の影響範囲（図 5.7）に入る場合には、当該高圧導管等に関する保

安措置、立会の時期及び施工上の留意点について必要な事項を定める。 
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表 5.5 他工事管理における協議事項及び留意点 

協 議 事 項 留    意   点 

高圧導管等の位置確認 ・ 次の資料に基づき確認する。 
導管等埋設図 
他工事企業者の提出した試掘結果図面 

・ 既存の資料だけでは高圧導管等と他工事の計画構造物に位置
関係が不明確な場合は、他工事企業者に試掘を依頼する。 

影響を受ける高圧導管等の範囲 ・ 他工事の工事規模、工法及び施工条件 
・ 土質、地下水位等の状況 

影響を与える部分の他工事計画変
更の検討 

・ 高圧導管等への影響が最小になる他工事の計画位置の検討 
・ 使用機械、土止め工法、地盤改良等施工方法の検討 

他工事の施
工上の留意
すべき事項 

試掘、掘削等 ・ 高圧導管等付近の手堀り作業 
・ 建設機械、材料等による高圧導管等への衝撃及び損傷の防止 

杭、矢板等の打設及
び他工作物の設置等 

・ 杭、矢板等を打設する場合の高圧導管等との隔離や振動の影
響、高圧導管等と計画構造物との離隔 

・ 高圧導管と計画構造物との離隔 

露出時（非埋設時） ・ 重量物の落下等による損傷防止措置 
・ 覆工する場合は密閉構造としない出入り口等の設置 

埋戻し、復旧工事等 ・ 高圧導管等の下端及び周辺の埋戻し方法、埋戻し材料 
・ ハンドホール等の復旧・防護方法。 

高圧導管等の保安措置の範囲、方
法、時期及び施工区分 

・ 影響範囲内の高圧導管等の防護方法及びその施工時期。 
・ 移設、つり受け防護を施工する高圧導管等の範囲及び方法並

びに時期 
・ 高圧導管及び路面の沈下測定の方法、管理値、測定頻度及び

時期 

工事中の保安管理体制及び方法 ・ 工事中施工管理体制、緊急時の連絡体制及び処理体制 
・ 緊急時の連絡方法及び応急措置 

工事中の巡回・立会の時期及び方
法 

・ 他工事期間中の巡回・立会の方法、時期及び確認事項と確認
の方法。 

その他の必要な事項 ・ 点検通路の確保等 
・ 保安措置に伴う費用負担方法 

出典：高圧導管指針 
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5.6.2. 工事による影響範囲 

図 5.7 は、工事（開削、シールド）による周辺地盤の影響範囲を示したものである。 

ハッチ部に高圧導管（既設）が埋設されている場合は、工事により影響を受ける危険性があ

るため防護対策等の検討が必要である。 

 

 

 

 

図 5.7 他工事時に考慮すべき高圧導管の影響範囲 

 

出典：高圧導管指針 
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5.6.3. 防護措置 

掘削により高圧導管が露出する場合は、図 5.8 に示す「地崩れの恐れがない地中支持、つり

防護または受け防護、緊急遮断措置」等の措置を講ずる。 

高圧導管が露出しない時には、図 5.9 に示すような「協議に基づいた防護措置、地盤改良、

沈下測定」等の必要な措置を講ずる必要がる。 

 

(1) 高圧導管をつり支持し、矢板施工によって地崩れを防止する施工 

 

 

図 5.8 埋設された高圧導管を露出させる他工事における保護措置 

出典：高圧導管指針 

 

(2) 矢板施工によって、高圧導管周辺の地盤変位を少なくする施工 

 

図 5.9 高圧導管を露出させない他工事における保護措置 

出典：高圧導管指針 

 



5-19 

 

5.7. 高圧導管の維持管理 

5.7.1. 点検管理 

表 5.6 に、高圧導管及び付属施設の点検項目･方法･頻度等を示す。 

 

表 5.6 高圧導管及び付属設備の点検項目・方法・頻度 

点検 
対象 点 検 項 目 点 検 方 法 

一般的な 
点検頻度 

高 

圧 

導 

管 

埋
設
部 

路
線 

巡
回
点
検 

照会他工事の状況 
未照会他工事の把握 

目視等による。（注 1） 
1 回／日 
～1 回／週 

路面の状況、ハンドホール
等の状況 目視等による。 

防食設備 目視による。 

精
密
点
検 

防食状況 管対地電位測定、 
防食設備の作動状況など。（注 2） 

1 回／年 
～1 回／2 年 

不等沈下の状況 沈下測定棒により沈下測定を行う。 
1 回／年 
～1 回／3 年 

架
管
／
専
用
橋 

漏えいの有無 検知器、発泡液又は臭気等による。 

1 回／6 月 
～1 回／2 年 

塗覆装、貫通部の状況 目視による。 
他工事の状況 目視による。 

伸縮吸収措置の状況 
目視によるほか、必要に応じ変位量を
測定する。 

支持具・橋梁の状況 目視による。 

橋台貫通部背面の不等沈下の状況 目視によるほか、必要に応じ沈下測定
棒等により沈下測定を行う。 

橋台等の貫通部の状況 目視等による。 
導管の損傷の有無 目視等による。 

共
同
溝
／
洞
道 

漏えいの有無 検知器、発泡液又は臭気等による。 

1 回／3 月 
～1 回／2 年 

防食、塗覆装の状況 目視による。 
伸縮吸収措置の状況 目視によるほか、必要に応じ変位量を

測定する。 
支持具の状況 目視等による。 
壁貫通部背面の不等沈下の状況 目視によるほか、必要に応じ沈下測定

棒等により沈下測定を行う。 
壁貫通部の状況 

目視等による。 
導管の損傷の有無 
付帯設備の状況 目視等によるほか、作動試験の必要な

ものは適宜行う。 

高
圧
導
管
の
付
属
設
備 

ガ
ス
遮
断
装
置
／ 

圧
力
逃
し
装
置 

漏えいの有無 検知器、発泡液又は臭気等による。 

1 回／6 月 
～1 回／2 年 

損傷の有無 目視等による。 
操作性 開閉操作を行う。 
防食状況 （注 2） 
ピット内の状況 

目視等による。 ピット蓋の状況 
貫通部の状況 

衝
撃
防
護

措
置
等 

衝撃防護措置の損傷の有無 
目視等による。 侵入防止措置の損傷の有無と施錠

の確認 
（注 1）この章では、路線巡回点検による未照会他工事の有無と照会他工事の確認をいい、協 

議に基づく巡回・立会については、「他工事に伴う高圧導管等の管理」による。 

（注 2）防食状況の点検には通常点検と精密点検があり、精密点検の詳細については、「防食管理」

による。 

出典：高圧導管指針 
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5.7.2. 異常時の措置 

表 5.7 は、高圧導管及び付属施設が地震災害や点検等により、異常につながると判断した場

合及び異常が認められた場合の措置方法を示したものである。 

 

表 5.7 異常時及び異常につながると判断された場合の措置例 

点検対象 状     況 措      置 

高 

圧 

導 

管 

埋
設
部 

未照会他工事の発見 
他工事内容の変更、異常の確認 （注 1） 

防食効果の低下、防食設備の不良 （注 2） 

不等沈下 必要に応じ応力解放又は取替を行う。 
応力解放又は取替までの期間は点検を強化する。 

導管周辺の路面の亀裂、陥没等 必要に応じ防護措置を行う。 

ハンドホール等蓋のがたつき及び路面
との段差 

はめ合せ部の清掃を行い、状況に応じ取替又は段
差の調整を行う。 

架
管
／
共
同
溝
／
洞
道 

漏えい （注 3） 

塗覆装、塗装の劣化等 （注 2） 

他工事の状況 （注 1） 

伸縮吸収措置の作動異常 可動部の補修、調整等を行う。 

支持具の不具合 補修、調整等を行う。 

貫通部背面の不等沈下 必要に応じ応力解放又は取替を行う。 
応力解放又は取替までの期間は点検を強化する。 

貫通部の絶縁、防水不良 防水修理等の補修を行う。 

導管の傷、へこみ （注 3） 

付帯設備の作動不良 修理又は取替を行う。 

高
圧
導
管
の
付
属
設
備 

ガ
ス
遮
断
装
置
／
圧
力
逃
し
装
置 

漏えい （注 3） 

損傷 修理又は取替を行う。 

開閉操作不良 
各部の注油等を行い、状況に応じ分解 
修理又は取替を行う。 

塗覆装、塗装の劣化等 （注 2） 

ピット蓋のがたつき及び路面との段差 はめ合せ部の清掃を行い、状況に応じ取替又は段
差の調整を行う。 

貫通部の絶縁、防水不良 防水修理等の補修を行う。 

衝
撃
防
護

措
置
等 

衝撃防護措置の損傷 
補修又は取替を行う。 

侵入防止措置の損傷 

（注 1）未照会他工事が発見された場合の詳細な対応については、「他工事に伴う高圧導管等の

管理」による。 

（注 2）防食効果の低下が認められた場合の詳細な対応については、「防食管理」による。 

（注 3）漏えいを検知した場合等の詳細な対応については、「漏えい等の対応」による。 

 

出典：高圧導管指針 
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6. 高速道路の概要 

6.1. 路線 

図 6.1 に、高速道路（高規格幹線道路）の路線図を示す。 

高規格幹線道路は、高速自動車国道 11,520km、一般国道自動車専用道路 2,480km の 14,000km

で構成される。 

 

 

図 6.1 高速道路の路線図 

出典：国土交通省資料 
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6.2. 整備状況 

表 6.1 に、高速道路の整備状況を示す。 

図 6.2 および図 6.3 は、「道路統計年報 2015」より地域毎の整備状況をまとめたものであ

る。 

整備状況は、平成 29 年度末までに 11,659km（高速自動車国道 8,929km、一般国道自動車専用

道路 1,772km）が供用される予定となっている。 

表 6.1 開通延長 

 

出典：平成 29 年度 道路関係予算概要 H29.1 国土交通省 

 

 

図 6.2 高速道路の整備状況（延長） 

出典：「道路統計年報 2015」より作成 
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図 6.3 高速道路の整備状況（比率） 

出典：「道路統計年報 2015」より作成 
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6.3. 構造比率 

「道路統計年報 2015」より、道路構造毎に集計を行った。 

全国（全区間）の集計結果を図 6.4 に、地域別の集計結果を図 6.5 に示す。 

構造物比率は、全国（全区間）では、供用延長（8,427.7km）に対し、構造物（橋梁、トンネ

ル）が約 3割、その他（構造物以外＝土工）が約 7割となる。また、地域別の構造物比率は、図 

6.6 に示すように、中部、四国地方がやや高く、北海道、東北はやや小さくなっている。 

 

 

図 6.4 高速道路の構造別延長及び比率（全国） 

 

 

図 6.5 高速道路の構造別延長（地域別） 
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図 6.6 高速道路の構造別比率（地域別） 
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6.4. 道路構成 

高速道路は、図 6.7 に示すように「本線、接続施設、休憩施設」で構成される。 

 

 

図 6.7 高速道路の構成 

 

本線は、車道、路肩、中央帯等による道路面のほか、盛土や切土等ののり面、橋梁・高架、ト

ンネルなどの構造物等で構成される高速道路本体である。 

 

接続施設には、「インターチェンジ（IC）、ジャンクション（JCT）、スマートインターチェンジ

（SIC）」がある。 

IC は、高速道路と一般道路を連結する道（ランプ）を介して接続する施設で、JCT は、高速道

路相互を連絡する道（ランプ）を介して接続する施設である 

SIC は、高速道路の本線や SA、PA、バスストップから乗り降りができるように設置したインタ

ーチェンジで、通行可能な車両は ETC を搭載した車両に限定される。 

 

休憩施設には、「サービスエリア（SA）、パーキングエリア（PA）」があり、休憩施設は 15km（最

大 25km）、SA 相互は 50km（最大 150km）で設置される。 

SA は、駐車場、園地、公衆便所（身体障害者用便所含む）、無料休憩所の他に、営業施設とし

て食堂、給油所（修理所含む）、売店等のサービス機能を備えた休憩施設である。 

PA は、駐車場、園地、公衆便所および売店等のサービス機能を備えた休憩施設で必要に応じて

給油所が設置される。 

 

出典 設計要領 第四集 休憩施設編、国土交通省 ＨＰ 
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6.5. 車線運用 

高速道路の車線運用は「完成 4(6)車線、完成 2車線、暫定 2(4)車線」の 3つに大別される。 

 

6.5.1. 完成 4(6)車線 

中央帯を境に、片側 2車線以上を確保した道路構造である。 

片側に 2車線以上あるため、1車線を車線規制した工事が可能である。 

 

図 6.8 完成断面（４車線の場合） 

 

6.5.2. 完成 2車線 

中央帯を挟み、片側 1車線の道路構造である。 

片側が 1車線のため、車線規制による工事は困難である。 

 

図 6.9 完成断面（２車線） 

 

6.5.3. 暫定 2(4)車線 

完成は 4（あるいは 6）車線となるが、暫定的に 2（あるいは 4）車線による道路構造である。

将来拡幅に必要な用地は確保されていることが一般的である。 

 

図 6.10 暫定断面（２車線の場合） 

出典：道路構造令の解説と運用 H27.6、設計要領 第４集、国土交通省 ＨＰ 
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6.6. 本線構造 

高速道路の主な道路構造は、「土工（盛土、切土）、橋梁・高架、トンネル、ボックス、掘割」

構造である。 

 

6.6.1. 土工構造 

 

 

図 6.11 土工構造（盛土）の例 

 

 

図 6.12 土工構造（切土）の例 

 

6.6.2. 橋梁・高架構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.13 橋梁構造の例         図 6.14 高架構造の例 
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6.6.3. トンネル構造 

 

 

図 6.15 トンネル構造の例 

 

6.6.4. ボックス構造 

 

図 6.16 ボックス構造の例 

 

6.6.5. 掘割構造 

 

図 6.17 掘割構造の例 
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6.7. 附属施設と管路 

6.7.1. 附属施設の種類 

高速道路は、安全かつ快適な走行環境を確保するため、以下に示す附属施設が設置されてい

る。 

・交通安全施設：防護柵、照明、その他 

・交通管理施設：標識・情報板、非常用（防災）施設、換気施設（トンネルの場合）、その他 

・その他：融雪施設、休憩施設（SA、PA）、ETC 設備、その他 

 

6.7.2. 管路の設置 

付属施設の維持管理及び運用のため、電気や通信のケーブルや給排水管等の管路が道路内に

設置される。以下に、高速道路（土工部、トンネル部、高架・橋梁部）における電気ケ－ブル

管路の設置方法を示す。 

 

(1) 土工部 

土工部では、道路路肩に埋設して設置される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.18 土工部の管路設置例 

出典：設計要領 第七集 電気施設編 
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(2) 橋梁・高架部 

橋梁・高架部では、上部工に設置される。 

 

図 6.19 橋梁・高架部の管理設置例 

出典：設計要領 第七集 電気施設編 

(3) トンネル部 

トンネルでは、監査廊または監視員通路内に設置される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.20 トンネル部の管理設置例 

出典：設計要領 第七集 電気施設編 

壁高欄内埋込 

壁高欄外側添架 

床板下吊下げ 

中分側時覆部埋込 

箱桁内敷設 



7-1 

7. 高速道路設置で想定されうる改善点 

7.1. 高圧導管ネットワークの必要性 

7.1.1. 天然ガスの供給ネットワーク 

図 7.1 は、我が国に輸入される天然ガスの最終消費地までの流れを示したものである。 

LNG（液化天然ガス）としてタンカーで運ばれて輸入された天然ガスは、LNG 受入基地に貯蔵

され、ここで再ガス化されて、高圧導管によって各地域のガバナステーション（整圧器）に送

られる。ガバナステーションで減圧されたガスは、中圧導管によって各都市へ送られる。また、

工業用などの大口需要家には、この中圧導管から直接、供給される。 

中圧導管で運ばれたガスは各地区の整圧器で減圧・分岐され、低圧導管によって商店・家庭

など個別の利用者に供給される。 

図 7.1 天然ガスの受入からパイプライン輸送による最終消費地までの概念図 

7.1.2. 高圧導管ネットワークの必要性 

天然ガスは、CO2 排出量の少ない低炭素化社会に適したエネルギーであること、また、エネ

ルギー供給ソースの分散化によるエネルギーセキュリティの向上から、天然ガスへのシフトが

期待されている。 

我が国の高圧導管は、都市部を中心とした地域ごとの民間会社により整備され、天然ガス（都

市ガス）は国土の約 6%にしか供給されていない。 

低価格の天然ガスを未整備地域にも供給するためには、国内を縦貫する高圧導管ネットワー

クの整備が必要である。 
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7.2. 高速道路設置で想定されうる改善点 

日本国内では、高圧導管の敷設に関して「Right of Way」の設定ができないことから、県道や

市町村道を利用した敷設が多くなっている。 

仮に高圧導管を県道や市町村道ではなく、高速道路に敷設するとした場合には、現状において

課題となっている以下の 3点の改善が想定される。 

・連続した施工ができないため、工事期間が長くなる 

市街地の県道や市道の場合、約 150m の片側交互規制で約 20日の施工期間を必要としている。

（東京ガス（株）へのヒアリング結果） 

高速道路を利用することにより、比較的連続した施工が可能となり、結果として工期が短縮

され工事費が安くなる可能性がある。 

※東京ガス（株）へのヒアリングにおいて、古河～真岡幹線工事では、国道 4 号の側道を利

用した場合，約 1km 通行止めとし、2～3ヶ月の施工期間であった。

・高圧導管に近接する工事の把握が困難である 

ガス事業者は近接工事の把握のため、原則、1 回/日の頻度で巡回点検を実施している。 

高速道路内に敷設することによって、近接工事等は高速道路会社の管理下に置かれるため容

易に把握することができる。 

・協議先が多く、手間がかかる 

古河～真岡幹線 約 50km の実績（東京ガス（株）へのヒアリング結果）では、関係する 10

の道路管理者との占用協議の実施が必要であったが、高速道路に敷設した場合には、協議窓口

が高速道路会社に集約される。 
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8. 検討断面 

8.1. 検討構造 

高速道路は様々な道路構造で構成されるが、本検討では、一般的な構造である「土工部（盛土）、

土工部（切土）、橋梁・高架部、トンネル部」について検討を行うものとした。 

8.1.1. 鋼管径 

検討する管径は、40 インチ（約 102cm）と 24 インチ（60cm）とした。 

図 8.1 対象管径 

8.1.2. 埋設深 

高圧導管を路面下に埋設する場合は、国土交通省通達に規定される「1.2m 以上」を確保する。 

図 8.2 高圧導管の路面下埋設 
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8.2. 土工部(盛土) 

都市部及びその近郊や田園地帯等の平地部では、一般道との交差や縦断勾配の確保より、一般

的に盛土により道路が構築される。 

土工部（盛土）における高圧導管の設置検討断面は、「車線運用（完成断面、暫定断面）、のり

面構造（擁壁、補強土壁）および横断施設（横断ボックス）」に着目した、完成基本断面、暫定

断面、擁壁断面、補強土壁断面、横断ボックス断面の５断面とした。 

なお、検討断面は、盛土脇の側道も含めた断面とした。 

8.2.1. 完成断面（基本断面） 

完成形状の断面で、のり面は安定勾配による盛土により構築されている断面形状である。 

図 8.3 完成断面 

8.2.2. 暫定断面 

暫定形状（将来の拡幅が予定される）の断面である。拡幅方法には、両側拡幅と片側拡幅が

あるが、拡幅側の用地は取得済であるが拡幅部の盛土は未施工である断面である。 

図 8.4 暫定断面 
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8.2.3. 擁壁断面 

のり面の表面にコンクリ－トブロック等（厚さ約 1ｍ未満の構造物）による保護工を行った

断面である。 

図 8.5 擁壁断面 

8.2.4. 補強土壁断面 

のり面に補強土壁等を用い急勾配（あるいは直）とした断面である。 

補強土壁では、盛土内に補強材を配置した構造となる。 

図 8.6 補強土壁断面 

8.2.5. 横断ボックス断面 

高速道路と一般道の交差のため、本線下に横断ボックスが設置される断面である。 

なお、本線との土被りはボックス構造の関係より小さくする。 

図 8.7 横断ボックス断面 



8-4 

8.3. 土工部（切土） 

山地部の山裾やトンネル構造が不適当な箇所は、切土構造で道路が構築される。 

土工部（切土）における高圧導管の設置検討断面は、「車線運用（完成断面、暫定断面）」に着

目した、完成断面と暫定断面の 2断面とした。 

なお、検討断面は、切土脇の側道を含めた断面とした。 

8.3.1. 完成断面 

完成断面の検討断面は、完成４車線断面とした。 

図 8.8 完成断面 

8.3.2. 暫定断面 

暫定断面の検討断面は、暫定２車線断面とした。 

図 8.9 暫定断面 

（完成 4車線） 
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8.4. 橋梁・高架部 

河川、湖沼、道路、鉄道等を横断する場合あるいは縦断勾配より道路面が地表面よりも高い位

置となる場合には、橋梁・高架構造により道路が構築される。 

橋梁・高架構造には、様々な橋梁形式（鋼橋、コンクリ－ト（PC）橋等）や基礎形式（直接、

杭等）があるが、高圧導管の設置検討では、形式等による違いは考慮せず、地盤面条件（水浸部、

地盤面）に着目した、橋梁と高架の 2断面とした。 

8.4.1. 橋梁 

橋梁は、河川、渓谷、湖沼、海峡あるいは他の道路、鉄道、水路等の上方にこれらを横断す

るために構築される構造物である。 

橋梁の検討断面は、図 8.10 に示す河川横断の橋梁断面とした。 

図 8.10 橋梁部の検討断面 

写真 8.1 橋梁部（河川横断） 

出典：東日本高速道路株式会社 ＨＰ 
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8.4.2. 高架 

高架は、地上部に連続して架けられた橋である。 

高架の検討断面は、図 8.11 に示す高架断面とし、隣接する側道も含めた検討断面とした。 

図 8.11 高架部の検討断面 

写真 8.2 高架部 
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8.5. トンネル部 

山地部では、トンネルにより道路が構築される。 

トンネルは、図 8.12 に示す高速道路の走行車両が通過する「本坑」に加え、災害時における

安全施設として図 8.13～図 8.15 に示す「避難連絡坑（本坑間を連結）」あるいは「避難坑（坑

外と接続するトンネル）」が設置される場合がある。 

また、暫定供用の避難坑は、図 8.15 に示すように、将来線側の本坑トンネル断面内に設置さ

れる場合がある。 

トンネル部における高圧導管の設置検討断面は、本坑と避難坑の 2断面とした。 

図 8.12 トンネル断面（避難連絡坑無の場合） 

図 8.13 トンネル断面（避難連絡坑有の場合） 

図 8.14 避難坑（本坑と別に確保） 
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図 8.15 避難坑（暫定施工時） 

写真 8.3 トンネル坑口部（左側 本坑、右側 避難坑） 

※避難坑の設置例（関越自動車道 関越トンネル） 

出典：NEXCO 東日本 ホームページ 



8-9 

8.5.1. 本坑 

本坑は、高速道路利用車両が通過するため、地盤中に構築されたトンネルである。 

トンネル内には、照明設備や換気設備及び消火器等の防災設備が設置され、その管理・運用

のための管路が、本線脇の監査廊あるいは監視員通路内に設置されている。 

図 8.16 本坑の検討断面 

8.5.2. 避難坑 

避難坑は、災害発生時に本坑より坑外に待避するトンネルであり、本坑と避難連絡坑で接続

されている。検討は、将来拡幅の有無による、次の 2断面とする。 

図 8.17 避難坑の検討断面（将来拡幅無） 

図 8.18 避難坑の検討断面（将来拡幅有） 
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9. 要求性能による高圧導管の設置検討 

9.1. 要求性能 

高速道路における高圧導管の設置は、高圧導管及び高速道路の要求される性能（要求性能）を

損なわないようにしなければならない。 

そこで、高圧導管及び高速道路の要求性能に関する検討結果を、以下に示す。 

 

9.1.1. 高圧導管の要求性能 

高圧導管の設計等の基本は「高圧導管指針」である。（高速道路への設置は言及されていない） 

基本的な考え方として「高圧導管の構造は、高圧導管に加わる諸荷重に対して、適切な構造

とするとともに、設置された状況に応じて想定される荷重に対して求められる性能要件を満足

するよう設計する。」と示される。 

 

表 9.1 は、荷重と求められる性能要求を示したものである。 

高圧導管は想定される荷重に対し、適切に設計を行うことで要求性能が満足できるため、設

置位置（高速道路設置）による高圧導管の要求性能には影響を与えない。 

 

表 9.1 想定される荷重に対して求められる性能要件 

想定される荷重 求められる性能要求 

荷
重 

主荷重 内圧、土圧、自重 

路面荷重による土圧 

発生応力は弾性範囲内である。 

従荷重 風力、雪、温度変化、地震 

地震の 

影響 

レベル 1地震動 

（※1） 

被害が無く、修理することなく運転に支障

がない。 

レベル 2地震動 

（※1） 

変形は生じるが、漏洩は生じない。 

液状化 

出典：高圧導管指針 

 

（※1）レベル 1地震動：供用期間中に発生する確率が高い地震動 

レベル 2地震動：供用中に発生する確率は低いが大きな強度を持つ地震動 
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9.1.2. 高速道路の要求性能 

高速道路の要求性能は、本検討では、表 9.2 に示す 3項目とした。 

そこで、高圧導管の設置により、表 9.2 に示す「高速道路の要求性能」を損なわない（要求

性能を満足する）ため、表 9.3 に示す 7項目について検討を行うこととした。 

 

表 9.2 高速道路の要求性能 

要求性能 内  容 

構造物の安全性 

・修復性 

常時及びレベル 1地震時は、健全性を損なわない。 

レベル 2 地震時は、損傷が限定的なものにとどまり、機能の回復が速

やかに行い得る。 

 

※ 「道路土工構造物技術基準について H27.3.31 国都街 115 号」に

おいて、道路土工 構造物を新設し、または改築する場合における

一般的な基準として示される基準の中で「重要度 1」として計画さ

れるもの。既存の土工構造物は、設計・施工時点における要領・基

準によっているため、ここでは「高圧導管の敷設に伴う大幅な現況

比悪化が生じないこと」に留意するものとした。 

構造物の安全性 

・修復性 

高速道路利用車両が安全に通行できる。 

周辺の安全性 高速道路周辺の住民の安全が確保される。 

 

表 9.3 要求性能を満足する検討項目 

要求性能 検討項目 備 考 

構造物の安全性 

・修復性 

関連法令等の順守 建築限界・埋設深さ等の法令を順守する。 

構造物の安定 構造物の安定を確保する。 

道路損傷時の早期復旧 被災時の早急復旧の支障とならない。 

維持管路 維持管理作業を確保できる、 

利用者の安全性 安全施設の保全 防護柵等の安全施設に影響しない。 

管理施設の保全 管路等の管理施設に影響しない。 

事故時の被害拡大防止 事故（通行車両）発生時に被害を拡大させ

ない 周辺の安全性 
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9.2. 土工部（盛土） 

土工部（盛土）における、高速道路の要求性能を損なわないことを考慮した高圧導管の設置位

置について検討を行った。 

 

9.2.1. 完成断面（基本断面） 

(1) 検討位置 

設置位置は埋設の場合と露出の場合に分けて、図 9.1 および図 9.2 に示す「①路床」～「⑦

のり面」までの 7箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検討した。 

 

 

図 9.1 検討位置区分 

 

 

図 9.2 検討位置図 

 

(2) 検討項目 

表 9.4 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

露 出 

盛土部 

 ①路床 

 ②路体 

 ③のり面 

埋 設 

高圧導管の設置位置 

⑤側道 ④原地盤 ⑥路面側方 ⑦のり面 

① 

② 
③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 



9-4 

 

 

表 9.4 検討項目一覧表 

 

 

(3) 検討結果 

表 9.4 の(1)～(7)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧

導管の設置が不可（困難）な位置を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果

により設置の可否が決定する位置を「要検討」に区分した。 

本線路面下 1.2m 以深の盛土内及び盛土下の原地盤については、高圧導管設置の技術的課題

はないが施工方法の検討が必要な位置として「施工検討が必要」、側道下 1.2m 以深については

施工実績があることから「問題なし」と整理した。 

以上の 4区分で整理した断面図を図 9.3 に、一覧表を表 9.5 に示す。 

なお、検討の経緯については、参考資料を参照されたい。 

 

図 9.3 検討結果図 

 

表 9.5 検討結果一覧表 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面の
    安定

(3)道路損傷時
    の早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
    の保全

(6)管理施設
    の保全

①路床 A － － － Ａ Ａ

②路体 － － － － － －

③のり面 － B,C,D B,C,D － Ａ －

④原地盤 － － － － － －

⑤側道 － － － － － －

⑥路面側方 A － － － － －

⑦のり面 － － － Ａ,Ｂ － －

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　　検討項目

設置箇所

(7)事故時の
    被害拡大防止

－

－

Ａ

Ａ
露出

埋設

－

－

－

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可
制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置が不可
（困難）な箇所

・建築限界内（本線、側道）
・路面下深度1.2ｍ内（本線、側道）
・安全・管理施設の近傍（本線）
・のり面表面

(1)-1
(1)-2
(5),(6)
(7)

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置
の可否が決定する箇所

・のり面付近の盛土内
(2)-1,(2)-2,(2)-3
(3),(4)

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工方法の検討が
必要な箇所

・路面（本線）下1.2ｍ以深の盛土内
・盛土下の原地盤

問 題 無
技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績があり施工上の
問題がない箇所

・路面（側道）下1.2m以深＋α

該当箇所
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9.2.2. 擁壁断面 

(1) 検討位置 

設置位置は埋設の場合と露出の場合に分けて、図 9.4 および図 9.5 に示す「①路床」～「⑦

のり面」までの 7箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検討した。 

 

 

図 9.4 検討位置区分 

 

 

図 9.5 検討位置図 

 

(2) 検討項目 

表 9.6 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

露 出 

盛土部 

 ①路床 

 ②路体 

 ③のり面 

埋 設 

高圧導管の設置位置 

⑤側道 ④原地盤 ⑥路面側方 ⑦のり面 

① 

② 

④ 

③ 

⑦ 

⑤ 

⑥ 
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表 9.6 検討項目一覧表 

 

 

(3) 検討結果 

道路の要求性能を損なわない高圧導管の設置位置検討結果を、図 9.6 および表 9.7 に示す。 

なお、検討の経緯については、参考資料を参照されたい。 

 

 

図 9.6 検討結果図 

 

表 9.7 検討結果一覧表 

 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面の
    安定

(3)道路損傷時
    の早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
    の保全

(6)管理施設
    の保全

①路床 A － － － Ａ Ａ

②路体 － － － － － －

③のり面 － B,C,D B,C,D － Ａ －

④原地盤 － － － － － －

⑤側道 － － － － － －

⑥路面側方 A － － － － －

⑦のり面 － － － Ａ,Ｂ － －

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　　検討項目

設置箇所

(7)事故時の
    被害拡大防止

－

－

Ａ

Ａ
露出

埋設

－

－

－

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可
制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管
の設置が不可（困難）な箇所

・建築限界内（本線、側道）
・路面下深度1.2ｍ内（本線、側道）
・安全・管理施設の近傍（本線）
・のり面表面

(1)-1
(1)-2
(5)(6)
(7)

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結
果により設置の可否が決定する箇所

・のり面付近の盛土内
(2)-1,(2)-2
(3),(4)

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工
方法の検討が必要な箇所

・路面（本線）下1.2ｍ以深の盛土内
・盛土下の原地盤

問 題 無
技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績が
あり施工上の問題がない箇所

・路面（側道）下1.2m以深＋α

該当箇所
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9.2.3. 補強土壁断面 

(1) 検討位置 

設置位置は埋設の場合と露出の場合に分けて、図 9.7 および図 9.8 に示す「①路床」～「⑦

のり面」までの 7箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検討した。 

 

 

図 9.7 検討位置区分 

 

 

図 9.8 検討位置図 

 

(2) 検討項目 

表 9.8 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

露 出 

盛土部 

 ①路床 

 ②路体 

 ③のり面 

埋 設 

高圧導管の設置位置 

⑤側道 ④原地盤 ⑥路面側方 ⑦のり面 

① 

② 

④ 

③ 

⑦ 

⑤ 

⑥ 
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表 9.8 検討項目一覧表 

 

 

(3) 検討結果 

道路の要求性能を損なわない高圧導管の設置位置検討結果を、図 9.9 および表 9.9 に示す。 

なお、検討の経緯については、参考資料を参照されたい。 

 

 

図 9.9 検討結果図 

※判定区分「要検討」と「施工検討が必要」の着色範囲は状況に応じて変化する。 

 

表 9.9 検討結果一覧表 

 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面の
    安定

(3)道路損傷時
    の早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
    の保全

(6)管理施設
    の保全

①路床 A － － － Ａ Ａ

②路体 － － － － － －

③のり面 － B,C,D B,C,D － Ａ －

④原地盤 － － － － － －

⑤側道 － － － － － －

⑥路面側方 A － － － － －

⑦のり面 － － － Ａ,Ｂ － －

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　　検討項目

設置箇所

(7)事故時の
    被害拡大防止

－

－

Ａ

Ａ
露出

埋設

－

－

－

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可
制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管
の設置が不可（困難）な箇所

・建築限界内（本線、側道）
・路面下深度1.2ｍ内（本線、側道）
・安全,・管理施設の近傍（本線）
・のり面表面
・補強土の部材設置部（本線）

(1)-1
(1)-2
(5)(6)
(7)
(2)-2,(3)

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結
果により設置の可否が決定する箇所

・のり面付近の盛土内 (2)-1,(4)

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工
方法の検討が必要な箇所

・路面（本線）下1.2ｍ以深の盛土内
・盛土下の原地盤

問 題 無
技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績が
あり施工上の問題がない箇所

・路面（側道）下1.2m以深＋α

該当箇所
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9.2.4. 横断ボックス断面 

(1) 検討位置 

設置位置は埋設の場合と露出の場合に分けて、図 9.10 および図 9.11 に示す「①路床」～

「⑦のり面」までの 7箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検討した。 

 

 

図 9.10 検討位置区分 

 

 

図 9.11 検討位置図 

 

(2) 検討項目 

表 9.10 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

露 出 

盛土部 

 ①路床 

 ②路体 

 ③のり面 

埋 設 

高圧導管の設置位置 

⑤側道 ④原地盤 ⑥路面側方 ⑦のり面 

① ② ③ 

⑥ ⑥ 
⑦ 

⑤ 

④ 
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表 9.10 検討項目一覧表 

 

 

(3) 検討結果 

道路の要求性能を損なわない高圧導管の設置位置検討結果を、図 9.12 および表 9.11 に示

す。なお、検討の経緯については、参考資料を参照されたい。 

 

 

図 9.12 検討結果図 

※判定区分「要検討」と「施工検討が必要」の着色範囲は状況に応じて変化する。 

 

表 9.11 検結果一覧表 

 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面の
    安定

(3)道路損傷時
    の早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
    の保全

(6)管理施設
    の保全

①路床 A － － － Ａ Ａ

②路体 － － － － － －

③のり面 － B,C,D B,C,D － Ａ －

④原地盤 － － － － － －

⑤側道 － － － － － －

⑥路面側方 A － － － － －

⑦のり面 － － － Ａ,Ｂ － －

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　　検討項目

設置箇所

(7)事故時の
    被害拡大防止

－

－

Ａ

Ａ
露出

埋設

－

－

－

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可
制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管
の設置が不可（困難）な箇所

・建築限界内
　（本線、側道、ボックス）
・路面下深度1.2ｍ内（本線、側道）
・安全・管理施設の近傍（本線）
・のり面表面

(1)-1

(1)-2
(5)(6)
(7)

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結
果により設置の可否が決定する箇所

・のり面付近の盛土内
　（ボックス上部）

(2)(3)(4)

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工
方法の検討が必要な箇所

・路面（本線）下1.2ｍ以深の盛土内
・盛土下の原地盤

問 題 無
技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績が
あり施工上の問題がない箇所

・路面（側道）下1.2m以深＋α

該当箇所
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9.2.5. 暫定断面 

(1) 検討位置 

設置位置は埋設の場合と露出の場合に分けて、図 9.13 および図 9.14 に示す「①路床」～

「⑦のり面」までの 7箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検討した。 

 

 

図 9.13 設置位置区分 

 

 
図 9.14 検討位置図 

 

(2) 検討項目 

表 9.12 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

露 出 

盛土部 

 ①路床 

 ②路体 

 ③のり面 

埋 設 

高圧導管の設置位置 

⑤側道 ④原地盤 ⑥路面側方 ⑦のり面 

① 

③ 

⑥ 

⑦ 
② 

⑦ 

④ 

⑤ 
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表 9.12 検討項目一覧表 

 

 

(3) 検討結果 

道路の要求性能を損なわない高圧導管の設置位置検討結果を、図 9.15 および表 9.13 に示

す。なお、路面下および路体については連続施工が困難な可能性が高いため、個別検討とする。 

また、暫定 2車線の場合は、路面下は本線通行車両への影響が大きく対象とはなりにくい。 

一方、「 ②暫定供用区間の将来側用地」については、施工スペースの確保面で自由度が高い

と考えられる。なお、検討の経緯については、参考資料を参照されたい。 

 

 

図 9.15 検討結果図 

※判定区分「要検討」と「施工検討が必要」の着色範囲は状況に応じて変化する。 

 

表 9.13 検討結果一覧表 

 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面の
    安定

(3)道路損傷時
    の早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
    の保全

(6)管理施設
    の保全

①路床 A － － － Ａ Ａ

②路体 － － － － － －

③のり面 － B,C,D B,C,D － Ａ －

④原地盤 － － － － － －

⑤側道 － － － － － －

⑥路面側方 A － － － － －

⑦のり面 － － － Ａ,Ｂ － －

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　　検討項目

設置箇所

(7)事故時の
    被害拡大防止

－

－

Ａ

Ａ
露出

埋設

－

－

－

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可
制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管
の設置が不可（困難）な箇所

・建築限界内（本線、側道）
・路面下深度1.2ｍ内（本線、側道）
・安全・管理施設の近傍（本線）
・のり面表面

(1)-1
(1)-2
(5)(6)
(7)

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結
果により設置の可否が決定する箇所

・のり面付近の盛土内（暫定、完
成）

(2)-1,(2)-2
(3),(4)

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工
方法の検討が必要な箇所

・路面（本線）下1.2ｍ以深の盛土内
・盛土下の原地盤

問 題 無
技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績が
あり施工上の問題がない箇所

・路面（側道）下1.2m以深＋α

該当箇所
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9.3. 土工部（切土） 

土工部（切土）における、高速道路の要求性能を損なわないことを考慮した高圧導管の設置位

置について検討を行った。 

 

9.3.1. 完成断面 

(1) 検討位置 

設置位置は埋設の場合と露出の場合に分けて、図 9.16 および図 9.17 に示す「①路床」～

「③路面側方」までの 3箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検討した。 

 

 

図 9.16 検討位置区分 

 

 

図 9.17 検討位置図 

 

(2) 検討項目 

表 9.14 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

露 出 埋 設 

高圧導管の設置位置 

①路床 ③路面側方 ②原地盤 

② 
③ ③ 

① 
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表 9.14 検討項目一覧表 

 

 

(3) 検討結果 

表 9.14(1)～(7)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導

管の設置が不可（困難）な位置を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果に

より設置の可否が決定する位置を「要検討」に区分した。 

本線路面下 1.2m 以深の盛土内及び盛土下の原地盤については、高圧導管設置の技術的課題

はないが施工方法の検討が必要な位置として「施工検討が必要」、側道下 1.2m 以深については

施工実績があることから「問題なし」と整理した。 

以上の 4区分で整理した断面図を図 9.18 に、一覧表を表 9.15 に示す。 

なお、検討の経緯については、参考資料を参照されたい。 

 

 

図 9.18 検討結果図 

 

表 9.15 検討結果一覧表 

 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面
    の安定

(3)道路損傷時
    の早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
    の保全

(6)管理施設
    の保全

①路床 A － － － A A

②原地盤 － B,C,D B,C,D A,B － －

露出 ③路面側方 A － － － － － A

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　　　検討項目

設置箇所

(7)事故時の
    被害拡大防止

埋設
－

－

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可 制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置が不可（困難）な箇所

・建築限界内（本線、側道）
・路面下深度1.2ｍ内（本線、側道）
・安全・管理施設の近傍（本線）
・路面側方

(1)-1
(1)-2
(5),(6)
(7)

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置の可否が決定する
箇所

・のり面 (2),(3),(4)

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工方法の検討が必要な箇所 ・本線下（原地盤）

問 題 無 技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績があり施工上の問題がない箇所

該当箇所
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9.3.2. 暫定断面 

(1) 暫定断面 

設置位置は埋設の場合と露出の場合に分けて、図 9.19 および図 9.20 に示す「①路床」～

「③路面側方」までの 3箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検討した。 

 

 

図 9.19 設置位置区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.20 検討位置図 

 

(2) 検討項目 

表 9.16 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

 

表 9.16 検討項目一覧表 

 

 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面
    の安定

(3)道路損傷時
    の早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
    の保全

(6)管理施設
    の保全

①路床 A － － － A A

②原地盤 － B,C,D B,C,D A,B － －

露出 ③路面側方 A － － － － － A

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　　　検討項目

設置箇所

(7)事故時の
    被害拡大防止

埋設
－

－

露 出 埋 設 

高圧導管の設置位置 

①路床 ③路面側方 ②原地盤 

② 
① 

③ ③ 

（完成４車線） 
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(3) 検討結果 

道路の要求性能を損なわない高圧導管の設置位置検討結果を、図 9.21 および表 9.17 に示

す。 

なお、暫定断面の検討の経緯については、参考資料「土工部（切土）完成断面」を参照され

たい。 

 

 

図 9.21 検討結果図 

  

表 9.17 検討結果一覧表 

 

 

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可 制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置が不可（困難）な箇所

・建築限界内（本線、側道）
・路面下深度1.2ｍ内（本線、側道）
・安全・管理施設の近傍（本線）
・路面側方

(1)-1
(1)-2
(5),(6)
(7)

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置の可否が決定する
箇所

・のり面 (2),(3),(4)

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工方法の検討が必要な箇所 ・本線下（原地盤）

問 題 無 技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績があり施工上の問題がない箇所

該当箇所

（完成４車線） 
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9.4. 橋梁・高架部 

橋梁・高架部における、高速道路の要求性能を損なわないことを考慮した高圧導管の設置位置

について検討を行った。 

 

9.4.1. 橋梁部 

(1) 検討位置 

設置位置は埋設の場合と露出の場合に分けて、図 9.22 および図 9.23 に示す「①原地盤」

～「③下部工」までの 3箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検討した。 

 

 

図 9.22 設置位置区分 

 

 

図 9.23 検討位置図 

埋 設 

②上部工 ③下部工 

露 出 

①原地盤 

パイプラインの設置位置 

① 

② 

③ 
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(2) 検討項目 

表 9.18 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

 

表 9.18 検討項目一覧表 

 

 

(3) 検討結果 

表 9.18(1)～(9)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導

管の設置が不可（困難）な位置を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果に

より設置の可否が決定する位置を「要検討」に区分した。 

下部工および基礎の影響範囲外については、高圧導管設置の技術的課題はないが施工方法の

検討が必要な位置として「施工検討が必要」、その他橋梁部には該当位置はないが、「問題なし」

の 4区分で整理した。 

以上の 4区分で整理した断面図を図 9.24 に、一覧表を表 9.19 に示す。 

なお、検討の経緯については、参考資料を参照されたい。 

 

 

図 9.24 検討結果図 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)上部工
　 の安定

(3)下部工
　 の安定

(4)基礎工
　 の安定

(5)道路損傷時
    の早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
    の保全

(8)管理施設
    の保全

①上部工 A A,B,C,D A,B,C,D A,B,C,D C,D A,C,D － －

②下部工 A － A,B,C,D A,B,C,D C,D － － －

埋設 ③原地盤 － － C,D A,B,C,D － － － － －

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　検討項目

設置箇所

(9)事故時の
    被害拡大防止

露出
A

－
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表 9.19 検討結果一覧 

 

 

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可
制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の
設置が不可（困難）な箇所

・建築限界内
・上部工
・河川交差条件内
・原地盤（支持地盤）

(1)-1
(9)
(1)-2
(4)-3

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果
により設置の可否が決定する箇所

・上部工
・下部工
・下部工、基礎

(2),(3)-1,(4)-1,(5),(6)
(3)-2,(4)-2,(5)
(3)-3,(4)-4

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工方
法の検討が必要な箇所

・下部工及び基礎の影響範
囲外

問 題 無
技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績があ
り施工上の問題がない箇所

該当箇所



9-20 

 

 

9.4.2. 高架部 

(1) 検討位置 

設置位置は埋設の場合と露出の場合に分けて、図 9.25 および図 9.26 に示す「①原地盤」

～「③下部工」までの 3箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検討した。 

 

 

図 9.25 検討位置区分 

 

 

図 9.26 検討位置図 

 

(2) 検討項目 

表 9.20 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

埋 設 

②上部工 ③下部工 

露 出 

①原地盤 

高圧導管の設置位置 

① 

② 

③ 
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表 9.20 検討項目一覧表 

 

 

(3) 検討結果 

表 9.20(1)～(9)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導

管の設置が不可（困難）な位置を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果に

より設置の可否が決定する位置を「要検討」に区分した。 

下部工および基礎の影響範囲外については、高圧導管設置の技術的課題はないが施工方法の

検討が必要な位置として「施工検討が必要」、側道下 1.2m 以深については施工実績があること

から「問題なし」と整理した。 

以上の 4区分で整理した断面図を図 9.27 に、一覧表を表 9.21 に示す。 

なお、検討の経緯については、参考資料を参照されたい。 

 

 

図 9.27 検討結果図 

現地盤が不良の場合は除く（別途検討） 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)上部工
　 の安定

(3)下部工
　 の安定

(4)基礎工
　 の安定

(5)道路損傷時
    の早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
    の保全

(8)管理施設
    の保全

①上部工 A A,B,C,D A,B,C,D A,B,C,D C,D A,C,D － －

②下部工 A － A,B,C,D A,B,C,D C,D － － －

埋設 ③原地盤 － － C,D A,B,C,D － － － － －

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　検討項目

設置箇所

(9)事故時の
    被害拡大防止

露出
A

－

(1)-3 (1)-3 
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表 9.21 検討結果一覧表 

 

※図 9.27 には、「交差道路等の制約部」の(1)-2 は反映していない。 

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可
制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の
設置が不可（困難）な箇所

・建築限界内（本線、側道）
・上部工
・交差道路等制約部
・原地盤（支持地盤）
・側道路面下1.2ｍ以内

(1)-1
(9)
(1)-2
(4)-3
(1)-3

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果
により設置の可否が決定する箇所

・上部工
・下部工
・下部工及び基礎

(2),(3)-1,(4)-1,(5),(6)
(3)-2,(4)-2,(5)
(3)-3,(4)-4

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工方
法の検討が必要な箇所

・下部工及び基礎の影響範囲外

問 題 無
技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績があ
り施工上の問題がない箇所

・側道下

該当箇所
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9.5. トンネル部 

トンネル部（本坑、避難坑）における、高速道路の要求性能を損なわないことを考慮した高圧

導管の設置位置について検討を行った。 

 

9.5.1. 本坑 

(1) 検討位置 

設置位置検討は、埋設を踏まえ、図 9.28 および図 9.29 に示す「①路面下（埋戻し、原地

盤）」、「②トンネル外（原地盤）」の 2 箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検

討した。 

 

 

図 9.28 検討位置区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.29 検討位置図 

 

(2) 検討項目 

表 9.22 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

 

埋 設 

①路面下（埋戻し、原地盤） 

高圧導管の設置位置 

②トンネル外（原地盤） 

① ② 

② 
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表 9.22 検討項目一覧表 

 

  

(3) 検討結果 

表 9.22(1)～(7)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり高圧導管

の設置が不可（困難）な位置を「不可」、高圧導管の設置の可否には更なる検討が必要な位置

を「要検討」、トンネル背面から 1.5～2D 以縁の地山で高圧導管設置の技術的課題はないが施

工方法の検討が必要な位置を「施工検討が必要」、トンネル部に該当位置が無い「問題なし」

の 4区分で整理した。 

以上の 4区分で整理した断面図を図 9.30 に、一覧表を表 9.23 に示す。 

なお、検討の経緯については、参考資料を参照されたい。 

また、図中のＤはトンネル掘削幅を示す。 

 

図 9.30 検討結果図 

 

表 9.23 検討結果一覧表 

 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)トンネル
    の安定

(3)道路損傷時
    の早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
    の保全

(6)管理施設
    の保全

①路面下 Ａ － － － － Ａ

②トンネル外 Ａ Ａ － － － －
埋設

－

－

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　　　検討項目

設置箇所

(7)事故時の
    被害拡大防止

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可
制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置が不可（困難）な
箇所

・トンネル路面下

・トンネル背面から5ｍ

(1),(6)-1
(6)-2
(2)-1

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置の可否が決
定する箇所

・トンネル背面から1.5～2.0Ｄ (2)-2

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工方法の検討が必要な箇所 ・地山

問 題 無
技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績があり施工上の問題がない
箇所

該当箇所
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9.5.2. 避難坑 

(1) 検討位置 

設置位置検討は、埋設を踏まえ、図 9.31 および図 9.32 に示す「①路面下（埋戻し、原地

盤）」、「②トンネル外（原地盤）」の 2 箇所を対象に、表 9.3 に示した検討項目について検

討した。 

 

 

図 9.31 検討位置区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.32 検討位置図 

 

※避難坑の建築限界は、緊急自動車の建築限界相当（2.9ｍ×3.2ｍ）と歩行者の建築限界（0.75

ｍ×2.0ｍ）を確保する。 

 

(2) 検討項目 

表 9.24 に、設置位置検討の検討項目一覧表を示す。 

なお、表中の文字は、各々の検討項目における作用荷重「A：常時、B：降雨時、C：地震時

（レベル 1）、D：地震時（レベル 2）」を示す。 

 

表 9.24 検討項目一覧表 

 

周辺の安全性

(1)関連法令
    等の順守

(2)トンネル
    の安定

(3)道路損傷時
    の早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
    の保全

(6)管理施設
    の保全

①路面下 Ａ － － － － －

②トンネル外 － Ａ － － － －

－

－

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

　　　　　　検討項目

設置箇所

(7)事故時の
    被害拡大防止

埋設

埋 設 

①路面下（埋戻し、原地盤） 

高圧導管の設置位置 

②トンネル外（原地盤） 

② 

① 
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(3) 検討結果 

道路の要求性能を損なわない高圧導管の設置位置検討結果を、図 9.33、図 9.34 及び表 

9.25 に示す。 

なお、検討の経緯については、参考資料を参照されたい。 

また、図中の Dはトンネル掘削幅を示す。 

 

図 9.33 検討結果図（完成断面） 

 

 

図 9.34 検討結果図（将来拡幅） 

 

表 9.25 検討結果一覧表 

 

 

判定区分 高圧導管の設置判定 図着色

不　可
制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置が不可（困難）な
箇所

・トンネル路面下1.2ｍ以内
・トンネル背面から5ｍ
（・トンネル拡幅断面）

(1)
(2)-1
(2)-3

要 検 討
高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置の可否が決
定する箇所

・トンネル背面から1.5～2.0Ｄ (2)-2

施工検討
が必要

高圧導管設置の技術的な課題はないが、施工方法の検討が必要な箇所 ・地山

問 題 無
技術的な課題がなく、高圧導管の設置実績があり施工上の問題がない
箇所

該当箇所
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10. 施工性及び経済性に対する課題 

施工性及び経済性の検討では、「高速道路の要求性能に対する設置位置検討」において、「施工

検討が必要」あるいは「施工実績がある」と判定された位置について、施工性や経済性の観点よ

り、設置位置の検討を行うものである。 

なお、「高速道路の要求性能に対する設置位置検討」において、「個別検討が必要な位置」と判

定された位置は、完成図や構造計算書による詳細検討が必要であるため、実施設計段階において

検討を行うものとし、本検討の対象外とした。 

10.1. 施工方法 

「施工検討が必要あるいは施工実績がある」と判定された位置は、「盛土内」あるいは「原地

盤」とされる。そこで、高圧導管を設置する工法として、地表面付近では「開削工法」、深部で

は「トンネル工法」による検討を行った。 
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10.2. 開削工法 

「開削工法」は、地表面付近（地表面から 2～3m 程度）に導管を設置する施工方法である。 

「開削工法」による高圧導管の設置方法は、一般的な土留めを用いた「土留め工法」と急速施

工を目指した「クイックパイプライン工法（以下、「QPL工法」という。）」がある。 

10.2.1. 土留め工法 

(1) 工法概要 

土留め工法は、図 10.1 のとおり、「高圧導管指針」に示される導管の設置方法である。 

掘削溝に導管（鋼管）を埋設し、埋戻す工法であり、掘削に際して、掘削規模、土質、湧水

の状況及び周辺環境に応じ、適切な土留め支保工を設置する工法である。 

図 10.1 土留め工法による掘削イメージ 

(2) 管径と施工（掘削）形状 

計画する高圧導管径は、40 インチ（φ1000）または 24インチ（φ600）である。 

図 10.2、図 10.3 は、40 インチ（φ1000）の高圧導管を土留め工法で施工する場合の掘削

形状を、「高圧導管指針」を参考に作図したものである。 

接続部は、溶接作業等の施工余裕を確保する必要があるため、図 10.4 に示すように一般部

よりも広く深い掘削が必要となる。 



10-3 

図 10.2 掘削断面（一般部） 

図 10.3 掘削断面（接続部） 

図 10.4 接続部と一般部の掘削余裕 

高圧導管
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側道部に高圧導管（40 インチと 24 インチ）を埋設した場合の施工断面を、図 10.5 及び図 

10.6 に示す。 

施工時に施工箇所脇に確保できる余裕幅は、φ1000 で約 1.5m、φ600 で約 1.9m となる。 

「道路構造令の解説と運用」の設計車両に示される小型自動車の車両幅は 1.7m であること

から、余裕幅等を考慮すると現実的な通行は困難と判断され、側道を通行規制（通行止め）し

た施工となる。 

図 10.5 側道部の埋設イメージ（40 インチ、φ1000） 

図 10.6 側道部の埋設イメージ（24 インチ、φ600） 
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(3) 高速道路内施工の課題 

高速道路内で土留め工法を採用する場合の課題及び対応策を以下に示す。 

詳細検討が必要な事項もあるが、基本的には対応可能であることから、高速道路における適

用は可能であると判断できる。 

課題(1)：路面直下に設置する場合は、車線規制が必要となる。 

対 応：路面直下に設置する場合、施工車線は車線規制（通行止め）が必須である。 

    片側１車線（対面通行）道路では、交互通行を行うこととなる。 

課題(2)：隣接斜面に影響させない土留め構造が必要である。 

対 応：高速道路では、一般道より路面の不陸に留意しなければならない。 

    特に隣接車線に通行車両がある場合は、沈下・変形が生じないように土留め構造を 

    計画しなければならない。 

課題(3)：施工に相応の期間を要する。 

対 応：土留め工法では、「土留め施工～舗装撤去～掘削～管路設置～埋戻し～舗装」の一連

の作業に相応の期間を要し、長い交通規制期間が必要となる。作業の効率化を図り

交通規制期間の短縮に留意した施工計画の立案が必要である。 
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10.2.2. QPL 工法 

(1) QPL 工法の概要 

QPL 工法は、米国で開発実用化されたスプレッド工法（十分なスペースを確保できる場合に

適用可能な高速施工法）を基に、我が国への適用を目指して改良された工法である。 

専用機械を用いた一連（掘削～管路埋設～埋戻し）の作業により、施工能率の向上（急速施

工）を図ることで、工費削減や工期短縮が期待される。 

これまでに、国内で 3 回の実証試験（各々約 1km）が実施されており、以下に、QPL 工法の

概要及び実証試験結果を示す。 

図 10.7 は、QPL 工法の流れを示したものであり、①～④の一連の機械編成長は約 300m とな

る。表 10.1 は、従来工法（土留め工法）と QPL 工法の施工機械を示す。 

図 10.7 QPL 工法の建設機械帯列図 

出典：ガスパイプラインの合理的建設システム-クイックパイプライン工法(QPL 工法)-の開発 

苫米地正敏 京都大学学位論文、2003  
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表 10.1 従来工法と QPL工法の施工機械 

施工内容 従来工法 QPL 工法

掘 削 バックホウ 連続溝掘削機

土 留
簡易鋼矢板・切梁腹起し（布堀、

会所）
自動矢板打ち機（仮切梁）・簡易自動切梁

配 管 ロングボディトラック・クレーン
ロングボディトラック・クレーン

パイプ敷設クレーン

溶接場所 地下、会所内 地上、掘削溝上

溶 接

芯出し

三叉（四叉）

アウタークランプ

パイプ敷設クレーン

アウタークランプ

溶接方法

イルミナイト系・

低水素系手溶接

（全層 １～２名）

初層： TIG 手溶接

 （半期分担施工）

二層以降： MAG 全自動溶接

検 査 全角（二重壁）X線、手動 全角（二重壁）X線、手動

塗覆装
PE 塗装、工場

シュリンクチューブ、現地

PE 塗装、工場

シュリンクチューブ、現地

吊下し 三叉（四叉） パイプ吊下しクレーン

埋め戻し バックホウ・ダンプトラック
材料供給機・ダンプトラック・ベルトコ

ンベア

締固め 水締め、人力タンパ― 多層締固め機・表層締固め機

出典：ガスパイプラインの合理的建設システム-クイックパイプライン工法(QPL 工法)-の開発 

苫米地正敏 京都大学学位論文、2003  
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        （1）連続溝掘削機         （2）自動矢板打ち機 

       （3）パイプ敷設クレーン    （4）パイプ工作車(芯出し・TIG 溶接車) 

      （5）パイプ吊下しクレーン    （6）多層締め固め機（7）材料供給機 

図 10.8 QPL 工法の主要機械 

出典：ガスパイプラインの合理的建設システム-クイックパイプライン工法(QPL 工法)-の開発 

苫米地正敏 京都大学学位論文、2003  
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同論文に示される実証試験結果の施工進行長を、表 10.2 に示す。 

また、同論文では、最大作業量（実績）より作業や機械操作の習熟により「約 120m/日」の

日進長の確保は十分可能であるとされ、さらに、急速施工のためには、施工ヤードとして 600m

程度（機械編成長の約 2 倍）の確保が望ましいとし、埋設物の無い高速道路では、300m/日以

上の日進長が期待できるとされている。 

表 10.2 実証実験位よる平均日進長 

出典：ガスパイプラインの合理的建設システム-クイックパイプライン工法(QPL 工法)-の開発 

苫米地正敏 京都大学学位論文、2003  

道路
管径

（外径）

m mm

第１回 11.2 農道 508.0

第２回 31.9 町道 509.0

第３回 48.4 市道 355.6

在来工法 約 24

平 均

日進長
試験

回数

備考



10-10 

(2) 高速道路内施工の課題 

QPL 工法を高速道路で採用する場合において想定される問題とその対応（案）を、以下に示

す。以下の（問題 2及び問題 4）について、別途検討を行った。 

(3) 施工延長の確保 

図 10.9 に示すように横断ボックス部の土被りが薄い場合は、高圧導管設置に必要な土被り

が不足するため、ボックスを避けた設置が必要とされる。 

土工部（盛土）では、図 10.10 に示すように、地域分断の解消のため横断ボックスが約 100

～150m 間隔で設置され、約 1.0m～4.0m の土被りとなっている。 

よって、QPL 工法の利点を生かせる連続施工延長の確保は困難である。 

図 10.9 低土被りの横断ボックス断面 

（問題 1）機械の配置が必要なため、舗装面（車道）の施工が適している。

     → QPL 工法が適した高圧導管設置位置は「路面下」（のみ）である。 

（問題 2）連続施工延長の分断は、工法の利点（急速施工）を大幅に低下させる。 

     → 横断ボックスや橋梁などで施工分断が生じる。 

       実際の設置間隔を調べ、適用性を検討する。 

（問題 3）急速施工のため、600m 程度の連続した施工ヤ－ドの確保が望ましい。 

     → 地方部では、高速道路の車線規制は３km 程度まで可能である。 

       施工ヤードは十分確保できる。 

（問題 4）供用中の高速道路での施工実績が無い。 

     → 実証試験結果（機械配置図）から、供用中の高速道路における施工 

       上の課題の有無を検討する。 

管路の設置が困難

（土被りが小さい） 
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図 10.10 日本海東北自動車道（聖籠新発田 IC～中条 IC）の例 
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(4) 高速道路内の機械配置 

実証試験の機械配置を参考に、高速道内施工の問題を、図 10.11 に示す。 

高速道路内施工では、車線規制内施工のため、施工機械またはダンプは、進行方向に向いた

機械配置が必要となる。

しかし、赤枠内のダンプは進行方向に対して逆向きになっている。供用中の高速道路（片側

2車線以上）では、規制内への逆向き進入は不可能なため、供用中の高速道路における QPL工

法の採用には施工方法の検討が必要である。 

図 10.11 QPL 工法の高速道路内施工の問題 

進行方向に対して逆向きのダンプ
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(5) QPL 工法の適用 

QPL 工法は、作業の効率化（急速施工）による工費や工期の縮減が期待される工法である。 

しかしながら、以下により、今回の検討対象からは除外するものとした。 

したがって、本検討における「開削工法」については「土留め工法」を対象に検討する。 

連続施工延長の確保が難しい（横断ボックスによる分断） 

土工部（盛土）では、横断ボックスによる連続施工延長の確保が難しく工法の利点（急

速施工）が損なわれる可能性がある。 

高速道路内での採用は現時点では困難である 

現在の機械配置では、供用中の高速道路での採用は困難である。 

今後、機械配置等を含めた施工方法の詳細な検討が必要である。 

ただし、QPL 工法の採用は、工費や工期の大幅な短縮が期待されるため、今後、適用性の

検討が望まれる。 

また、連続施工延長を確保できれば、側道部では機械配置の問題がなくなり、工法の利

点を活かせる可能性が高い。 
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10.3. トンネル工法 

地中（開削工法よりも深い位置）での高圧導管設置は「トンネル工法」が採用される。 

10.3.1. トンネル断面

トンネル断面は、高圧導管の施工（接続や溶接等）のため高圧導管よりも大きい断面が必要

である。古河～真岡幹線の施工実績では、管径 24 インチの高圧導管に対し、図 10.12 に示す

内径 2m のトンネル（シールド）断面が採用されている。 

また、管径とトンネル断面が比例すると仮定すると、40インチの高圧導管では図 10.13 に示

す内径約 2.5m のトンネル断面が必要とされる。 

図 10.12 600Ａ（24 インチ相当）のトンネル断面

図 10.13 φ1050（40 インチ）のトンネル断面 



10-15 

10.3.2. 施工方法

トンネル工法には、「推進工法、シールド工法、ＴＢＭ工法」に大別される。 

掘削径と対象地山の目安を、表 10.3 に示す。 

表 10.3 トンネル工法の径と地山の目安 

推進方向 シールド工法 ＴＢＭ工法 

掘 削 径 φ1250～φ2500 φ2000～ 

対象地山 － 土砂（砂質土、粘性土） 岩盤（軟岩、硬岩） 

10.3.3. 高速道路内施工の課題 

トンネル工法により想定される課題を以下に示す。 

トンネル工法の採用は、採用位置毎に、トンネル施工設備や周辺状況等を踏まえて個別の詳

細検討が必要である。 

（問題１）発進基地や仮設備ヤ－ドの確保 

機械の発進や後方設備（資機材供給）の施工ヤードが必要となる。 

高速道路外に施工ヤ－ド用地を確保しなければならない。 

（問題２）残土処理 

高圧導管の約 3倍の空間確保が必要となり、掘削土は残土として処分が必要となる。 

40 インチ導管の場合、約 7千（m3/km）の残土処分が必要となる。 

（問題３）施工費 

高価な機械設備が必要となり、km当たり単価は開削工法に較べ 5～6倍程度高価となる。 

（問題４）路面への影響 

路面沈下や周辺地盤変状に留意し、必要に応じ事前解析や路面観測工を実施する。 
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10.4. 外部施設との接続 

高圧導管は、図 10.14 に示すように、適宜、外部施設（高圧導管の維持管理及び供給に必要

なガバナステ-ション等施設）との接続が必要である。 

そのため、接続延長が短くなる地表面に付近高圧導管を設置することは「工費、工期、施工性」

にメリットがある。 

図 10.14 高圧導管と外部施設との接続イメージ 
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11. 構造別の高圧導管設置位置のまとめ 

11.1. 土工部（盛土） 

「施工検討の対象となる位置」における優位性順序を図 11.1～図 11.5 に、選定フローを図 

11.6 に示す。 

本線通行車両への影響、災害時の影響（修復性）等を考慮すると、盛土部においては次の順で

優位となる。 

「①側道下」、「③のり面（のり尻）下」、「④原地盤」 

なお、盛土部の路面下及び路体については、横断ボックスが短い間隔で設置されている区間が

多く、高圧導管を連続して敷設するには困難な可能性が高いため、個別検討とした。

また、暫定 2車線の場合は、路面下は本線通行車両への影響が大きく対象とはなりにくい。 

一方、「 ②暫定供用区間の将来側用地」については、施工スペースの確保面で自由度が高いと

考えられる。 

11.1.1. 完成 4車線 

図 11.1 基本断面 

図 11.2 特殊断面（擁壁） 

④①
③

④①
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図 11.3 補強土壁断面 

図 11.4 特殊断面（ボックス横断） 

11.1.2. 暫定２車線 

図 11.5 特殊断面（暫定２車線） 

① ④ 

①
④ 

①④ ②
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図 11.6 土工図（盛土）の設置位置の検討フロー（案） 

写真 11.1 本体盛土脇の側道（未舗装） 

写真 11.2 本体盛土脇の側道（舗装有） 
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11.2. 土工部（切土） 

「施工検討の対象となる位置」における優位性順序を図 11.7 および図 11.8 に、選定フロー

を図 11.9 に示す。 

切土部においては、本線通行車両への影響、災害時の影響（修復性）等を考慮すると、次の順

で優位となる。 

「①側道下」、「②路面下」、「③原地盤」 

暫定 2車線の場合は、「②路面下」は本線通行車両への影響が大きく対象とはなりにくい。 

図 11.7 完成断面 

図 11.8 暫定 2車線 

①

①

②

③

③
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※1 災害時の影響等、十分に考慮する必要がある。 

※2 側道の幅員と連続施工可能延長について、留意する必要がある。 

図 11.9 土工部（切土）の設置位置検討フロー（案） 

写真 11.3 本体切土脇の側道 
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11.3. 高架部 

「施工検討の対象となる位置」における優位性順序を図 11.10 に、選定フローを図 11.11 に

示す。 

高架部においては、施工性や外部施設との接続より、次の順で優位となる。 

「①用地内」、「②側道下」、「③原地盤」 

なお、高架部では、地形等の状況によっては専用橋の架設も考慮する必要がある。 

図 11.10 高架部の施工区分図 

①②

③

① ②
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※1 下部工への影響等、十分に考慮する必要がある。 

※2 側道の幅員と連続施工可能延長について、留意する必要がある。 

図 11.11 高架部の設置位置検討フロー（案） 

写真 11.4 高架脇の側道 
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11.4. 橋梁部 

「施工検討の対象となる位置」における優位性順序を図 11.12 に、選定フローを図 11.13 に

示す。 

橋梁部において設置可能な位置は、「①原地盤」のみであり、トンネル工法が採用工法となる。 

なお、橋梁部では、地形等の状況によっては専用橋の架設も考慮する必要がある。 

図 11.12 橋梁部の施工区分図 

図 11.13 橋梁部の設置位置の検討フロー（案） 

①
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写真 11.5 橋梁（河川内） 
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11.5. トンネル（本坑） 

「施工検討の対象となる位置」における優先順位を図 11.14 に、選定フローを図 11.15 に示

す。 

トンネル部においては、既設トンネルより離隔を確保した「①地山」のみとなる。 

敷設検討は、前後の接続方法（道路構造）や施工設備ヤードの用地確保等の詳細な検討が必要

となり、用地確保等の条件次第では、一般道を利用した迂回ル－トの検討も必要となる。 

図 11.14 トンネルの施工区分図 

図 11.15 トンネル（本坑）の施工方法選定フロー〈案〉 

①
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11.6. トンネル（避難坑） 

「施工検討の対象となる位置」における優先順位を図 11.16 および図 11.17 に、選定フロー

を図 11.18 に示す 

トンネル部においては、既設トンネルより離隔を確保した「①地山」のみとなる。

敷設検討は、前後の接続方法（道路構造）や施工設備ヤードの用地確保等の詳細な検討が必要

となり、用地確保等の条件次第では、一般道を利用した迂回ル－トの検討も必要となる。 

図 11.16 完成形状 

図 11.17 暫定形状 

①

①
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図 11.18 トンネル（避難坑）の施工方法選定フロー〈案〉 
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12. 施工検討結果のまとめ 

12.1. 高圧導管の設置位置 

施工検討にあたっては、「安定性の観点からは原地盤に埋設する方が有利である」、施工時およ

び災害時の修復性の観点からは、「本線交通に与える影響が小さい方が望ましい」の 2つが基本的

な考え方であり、これを踏まえて施工性・経済性の検討を行った結果をまとめると、以下のとお

りとなる。

側道を利用する場合、原地盤に埋設することができ、災害時の影響が少ない。 

また、高速道路を通行する車両に対して、施工時に影響を与えることがなく、施工実績も

あり最も優位である。 

暫定供用区間の将来車線側用地を利用する場合、原地盤に埋設することができることが多

い（盛土区間）。また、高速道路を通行する車両に対して、施工時に影響を与えることがな

く、施工スペースの確保の面でも自由度が高いなど、メリットが大きい。 

構造物部（橋梁部、トンネル部）は、多くの場合でトンネル工法を採用する必要が生じる

可能性が高く、一般道を利用した迂回や専用橋の架設を含めた個別の検討も必要である。こ

のため、土工部（及び高速道路用地や側道を有する高架部）の方が高圧導管の設置の自由度

が高く優位である。 

・側道への埋設が優位である 

・暫定供用区間の将来車線側用地での設置はメリットが大きい

・「土工部」の方が「構造物部」よりも優位である 
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13. 高圧導管設置区間の試算検討 

13.1. 検討方法 

13.1.1. 対象路線 

高速道路会社等より貸与された路線図（図 13.2 太線部）より試算を行った。 

路線図による対象延長は 7,221km であり、平成 28 年度末開通予定の高速自動車国道延長 

8,782km（表 6.1）の約 82％となる。また、対象延長の道路構造別の割合を、図 13.1 に、既供

用の道路構造別割合の比較を表 13.1 に示す。 

対象延長における橋梁構造及びトンネル構造は、各々10％程度、土工は平地、山地で、残り

の半分程度となっている、 

対象路線別の延長内訳は、参考資料に添付する。 

 

 

図 13.1 対象延長における道路構造割合 

 

表 13.1 既供用と対象延長の道路構造別の割合 

 既供用 対象延長 

延長(km) 比率(%) 延長(km) 比率(%) 

構造物区間 2,316 27 1,766 25 

 橋梁 1,325 16 990 14 

 トンネル 991 12 776 11 

土工区間 6,112 73 5,455 76 

 平地部 - - 2,250 31 

 山地部 - - 3,205 44 

合 計 8,428 100 7,221 100 

備  考 「道路統計年報 2015」 

（図 6.4 参照） 

図 13.2 
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（※１）舞鶴若狭道「舞鶴東～吉川 JCT」間は地形写真より読み取った。 

（※２）太線部が検討対象とした路線である。 

図 13.2 検討対象路線 

出典：国土交通省資料(H28.2 現在)から作成  

（
※

１
）
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13.1.2. 試算方法 

試算は、表 13.2 に示す「構造物比率」と「土工部の地形比率」によるものとし、集計は、

試算が延長比となることから、「IC 間」と「JCT 間」により行うこととした。 

よって、試算ケースは、表 13.3 に示す 4ケ－スで行った。 

 

表 13.2 試算方法 

試算方法 概  要 

構造物比率 

開削工法とトンネル工法とで経済性が大きく異なるが、高架部（側道有）

を除いた構造物区間では、ほとんどの場合においてトンネル工法を採用する

必要が生じる。 

検討対象区間（7,221km）の平均構造物比率は、図 13.2 に示す通り約 25%

であるが、地形や交差物により区間毎に大きく異なることが想定されること

から「構造物比率」による試算を行うものとした。 

なお、最近の施工実績として古河～真岡幹線を例にとると、全長約 50km

のうち約 18.8km がトンネル工法で、その割合は 37.6％となり、これ以下の

構造物比率であれば、経済的にも優位になる可能性がある。 

土工部の 

地形比率 

土工部（盛土、切土）における高圧導管の設置位置は、側道を最優位とし

た。側道は、盛土となる平地部に設置されることが多いことから、土工部を

平地と山地に区分して、その比率の試算を行った。 

側道を利用した高圧導管の設置には、平地の比率が高い区間（山地の比率

が低い区間）を選定することが望ましい。 

 

表 13.3 試算方法一覧表 

ケ－ス 区分方法 集計方法 

1 
構造物区分 

IC 間 

2 JCT 間 

3 土工部の 

地形比率 

IC 間 

4 JCT 間 
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13.2. 試算結果 

構造物比率および土工部の地形比率の試算結果を、以下に示す。 

 

13.3. 構造物比率 

構造物（橋梁・高架、トンネル）比率を 3つに区分した結果を、表 13.4 に示す。 

一般的に構造物比率が高いほど、施工制約が多くなり、事業費も高くなることが想定される。 

 

表 1313.4 構造物区分による構造物の延長と比率 

構造物 

比 率 

JCT 間 IC 間 

km % km % 

40％以上 1,407 19.5 1,625 22.5 

20％以上～40％未満 2,418 33.5 1,531 21.2 

20％未満 3,396 47.0 4,065 56.3 

計 7,221 100.0 7,221 100.0 
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13.3.1. JCT 間 

図 13.3 は、JCT 間による構造物（橋梁・高架、トンネル）比率を示したものである。 

 

 

 

図 13.3 道路構造区分による比較（JCT 間） 

 

 

 

 

 

20％以上～40％未満（2,418km） 

凡例 

20％未満（3,396km） 

40％以上（1,407km） 
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13.3.2. IC 間 

図 13.4 は、IC 間による構造物（橋梁・高架、トンネル）比率を示したものである。 

 

 

 

図 13.4 構造物比率（IC 間） 

 

 

 

 

 

20％以上～40％未満（1,531km） 

凡例 

20％未満（4,065km） 

40％以上（1,625km） 
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13.4. 土工部の地形比率 

土工部の地形（山地）比率を、50%を境界とした結果を、表 13.5 に示す。 

山地比率が低い（平地比率が高い）ほど、施工性や経済性のメリットがある可能性がある。 

 

表 13.5 土工部の地形区分による延長と比率 

土工部の 

山地比率 

JCT 間 IC 間 

km % km % 

50％以上 3,221 44.6 4,0746 65.7 

50％未満 4,001 55.4 2,475 34.3 

計 7,221 100.0 7,221 100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



13-8 

 

13.4.1. JCT 間 

図 13.5 は、JCT 間の土工部の地形（山地）比率を示したものである。 

 

 

 

 

図 13.5 地形比率による比較（JCT 間） 

 

 

 

 

 

凡例 

山地が 50％以上（3,221km） 

山地が 50％未満（4,001km） 
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13.4.2. 土工部の地形比率 

図 13.6 は、IC 間の土工部の地形（山地）比率を示したものである。 

 

 

図 13.6 地形比率（IC 間） 

 

凡例 

山地が 50％以上（4,746km） 

山地が 50％未満（2,475km） 
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参考 1-1 

1. 道路の要求性能の判定 

1.1. 設置箇所の検討結果 

道路の要求性能に対する検討は、検討項目に対して作用を考慮した検討課題を抽出し、問題と

なる箇所を個別に抽出した。 

評価判定は、「設置不可、設置には要検討、対象外」の 3 つで評価を行い、左記判定以外の範

囲を設置可能箇所とした。 

なお、各判定図の着色区分は、次の通りである。 

設置不可 設置には要検討 － 対象外
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1.2. 土工部（盛土） 

1.2.1. 完成断面 

(1) 関連法令の順守 

1) 建築限界（道路構造令第 12 条） 

建築限界内は、車両や歩行者の交通の安全を確保するために、障害となるようなものを置

いてはならないことから、高圧導管の設置は不可である 

2) 水管又はガス管の占用の場所に関する基準（道路法施行令第 11 条の 3） 

路面から 1.2m より浅い位置は、高圧導管の頂部と路面との距離を 1.2m 以上確保する必要

があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑥路面側方 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

設置箇所

－

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路床 埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － － －

設置箇所

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

－
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(2) のり面の安定 

1) 表層崩壊 

のり面の表層は、豪雨や風化、小規模な地震などによって表層崩壊の危険性があることか

ら、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。 

2) すべり崩壊 

のり面は、大規模地震時にすべり崩壊が懸念されることから、この範囲における高圧導管

の設置には検討が必要であるとした。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 のり面崩壊（表層崩壊）の発生 ○ ○ ○ － (2)-1 － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

設置箇所

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

－

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

(2)のり面
の安定

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 のり面崩壊（すべり崩壊）の発生 ○ － (2)-2 － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

－
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3) 既設盛土の補強 

既設のり面の不安定箇所は、安定性の確保・向上のため補強工を実施している箇所がある

ことから、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。 

(3) 道路損傷時の早期復旧 

のり面が災害等で損傷した際には早期復旧が必要であるが、高圧導管が設置されていること

によりそれに支障が生じることが懸念されることから、この範囲における高圧導管の設置には

検討が必要であるとした。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 既設盛土の補強 ○ － (2)-3 － － － －

道路の要求性能 作用

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

－

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

－

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所
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(4) 維持管理 

のり面に設置される排水施設については、の機能の確保及び維持管理の容易性の確保の面か

ら、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。

(5) 安全施設の保全 

路面近傍に設置される安全施設（ガードレール等）の基礎については、構造の安定を確保す

る必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑦のり面 排水施設等の維持管理 ○ ○ － － － (4) － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

－

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － (5) －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

Ａ
常
時

－

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧



参考 1-6 

(6) 管理施設の保全 

路面直下及び近傍に埋設される管理施設（電気・通信管路）については、安全性を確保する

必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

(7) 事故時の被害拡大防止 

のり面の表面については、車両転落や、車両火災等による被害拡大を防止するため、高圧導

管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路床 電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － (6)

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

－

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑦のり面 車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － －

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目

(7)

Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(5)安全施設
の保全

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(6)管理施設
の保全
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(8) まとめ 

(1)～(7)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置

が不可（困難）な箇所を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置

の可否が決定する箇所を「要検討」に区分した。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － － －

電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － (6)

②路体 － － － － － －

防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － (5) －

のり面崩壊（表層崩壊）の発生 ○ ○ ○ － (2)-1 － － － －

のり面崩壊（すべり崩壊）の発生 ○ － (2)-2 － － － －

既設盛土の補強 ○ － (2)-3 － － － －

損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － －

④原地盤 － － － － － －

⑤側道 － － － － － －

⑥路面側方 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － －

排水施設等の維持管理 ○ ○ － － － (4) － －

車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

－

設置箇所

埋設

－

－

－

－

－

－

－

①路床

③のり面

(1)関連法令
等の順守

－

－

露出

－

－

(7)
⑦のり面
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1.2.2. 擁壁 

(1) 関連法令の順守 

1) 建築限界（道路構造令第 12 条） 

建築限界内は、車両や歩行者の交通の安全を確保するために、障害となるようなものを置

いてはならないことから、高圧導管の設置は不可である。 

2) 水管又はガス管の占用の場所に関する基準（道路法施行令第 11 条の 3） 

路面から 1.2m より浅い位置は、高圧導管の頂部と路面との距離を 1.2m 以上確保する必要

があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑥路面側方 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路床 埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － － －

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

－

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性
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(2) のり面の安定 

1) 表層崩壊 

のり面の表層は、豪雨や風化、小規模な地震などによって表層崩壊の危険性があることか

ら、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。 

2) すべり崩壊 

のり面は、大規模地震時にすべり崩壊が懸念されることから、この範囲における高圧導管

の設置には検討が必要であるとした。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 のり面崩壊（表層崩壊）の発生 ○ ○ ○ － (2)-1 － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

(6)管理施設
の保全

Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

設置箇所

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 擁壁の安定 ○ ○ ○ ○ － (2)-2 － － － －

設置箇所

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

－

(２)-２ 
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(3) 損傷時の早期復旧 

のり面が災害等で損傷した際には早期復旧が必要であるが、高圧導管が設置されていること

によりそれに支障が生じることが懸念されることから、この範囲における高圧導管の設置には

検討が必要であるとした。 

(4) 維持管理 

のり面に設置される排水施設については、の機能の確保及び維持管理の容易性の確保の面か

ら、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑦のり面 排水施設等の維持管理 ○ ○ － － － (4) － － －

設置箇所

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止
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(5) 安全施設の保全 

路面近傍に設置される安全施設（ガードレール等）の基礎については、構造の安定を確保す

る必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

(6) 管理施設の保全 

路面直下及び近傍に埋設される管理施設（電気・通信管路）については、安全性を確保する

必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － (5) －

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

－

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路床 電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － (6)

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

－
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(7) 事故時の被害拡大防止 

のり面の表面については、車両転落や、車両火災等による被害拡大を防止するため、高圧導

管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑦のり面 車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － － (7)

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

検討項目 Ａ
常
時
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(8) まとめ 

(1)～(7)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置

が不可（困難）な箇所を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置

の可否が決定する箇所を「要検討」に区分した。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設深の確保 ○ （1)-2 － － － － －

電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － (6)

②路体 － － － － － －

防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － (5) －

のり面崩壊（表層崩壊）の発生 ○ ○ ○ － (2)-1 － － － －

擁壁の安定 ○ ○ ○ ○ － (2)-2 － － － －

損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － －

④原地盤 － － － － － －

⑤側道 － － － － － －

⑥路面側方 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － －

排水施設等の維持管理 ○ ○ － － － (4) － －

車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － －

露出

③のり面
埋設

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全設置箇所

－

－

(7)事故時の
被害拡大防止

－

－

－

①路床

－

⑦のり面

－

－

－

－

－

(7)
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1.2.3. 補強土壁 

(1) 関連法令の順守 

1) 建築限界（道路構造令第 12 条） 

建築限界内は、車両や歩行者の交通の安全を確保するために、障害となるようなものを置

いてはならないことから、高圧導管の設置は不可である。 

2) 水管又はガス管の占用の場所に関する基準（道路法施行令第 11 条の 3） 

路面から 1.2m より浅い位置は、高圧導管の頂部と路面との距離を 1.2m 以上確保する必要

があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑥路面側方 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － －

構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

－

道路の要求性能 作用

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

設置箇所

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路床 埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所
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(2) のり面の安定 

1) 表層崩壊 

のり面の表層は、豪雨や風化、小規模な地震などによって表層崩壊の危険性があることか

ら、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。 

2) 補強土の安定 

補強土背面の敷設材は、補強土安定のため保全する必要があることから、高圧導管の設置は

不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ③のり面 のり面崩壊（表層崩壊）の発生 ○ ○ ○ － (2)-1 － － － －

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

－

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 補強土の安定 ○ ○ ○ ○ － (2)-2 － － － －

利用者の安全性道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性

設置箇所

－

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

(1)関連法令
等の順守

Ｂ
降
雨
時

地震時

(7)事故時の
被害拡大防止
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(3) 道路損傷時の早期復旧 

のり面が災害等で損傷した際には早期復旧が必要であるが、高圧導管が設置されていること

によりそれに支障が生じることが懸念されることから、この範囲における高圧導管の設置は不

可である。 

(4) 維持管理 

のり面に設置される排水施設については、の機能の確保及び維持管理の容易性の確保の面か

ら、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑦のり面 排水施設等の維持管理 ○ ○ － － － (4) － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所
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(5) 安全施設の保護 

路面近傍に設置される安全施設（ガードレール等）の基礎については、構造の安定を確保す

る必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

(6) 管理施設の保全 

路面直下及び近傍に埋設される管理施設（電気・通信管路）については、安全性を確保する

必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － (5) － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路床 電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － (6) －

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧
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(7) 事故時の被害拡大防止 

のり面の表面については、車両転落や、車両火災等による被害拡大を防止するため、高圧導

管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑦のり面 車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － － (7)

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時
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(8) まとめ 

(1)～(7)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置

が不可（困難）な箇所を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置

の可否が決定する箇所を「要検討」に区分した。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － － －

電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － (6)

②路体 － － － － － －

防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － (5) －

のり面崩壊（表層崩壊）の発生 ○ ○ ○ － (2)-1 － － － －

補強土の安定 ○ ○ ○ ○ － (2)-2 － － － －

損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － －

④原地盤 － － － － － －

⑤側道 － － － － － －

⑥路面側方 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － －

排水施設等の維持管理 ○ ○ － － － (4) － －

車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － －

利用者の安全性

－

－

－

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

－

－

－

－

－

－

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(5)安全施設
の保全

－

－

(7)

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理

作用 構造物の安全性・修復性

設置箇所

検討項目 Ａ
常
時

道路の要求性能

①路床

③のり面

Ｂ
降
雨
時

地震時

露出
⑦のり面

埋設

(２)-２，(３) 
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1.2.4. 横断ボックス 

(1) 関連法令の順守 

1) 建築限界（道路構造令第 12 条） 

建築限界内は、車両や歩行者の交通の安全を確保するために、障害となるようなものを置

いてはならないことから、高圧導管の設置は不可である。 

2) 水管又はガス管の占用の場所に関する基準（道路法施行令第 11 条の 3） 

路面から 1.2m より浅い位置は、高圧導管の頂部と路面との距離を 1.2m 以上確保する必要

があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ②路体 ボックス内（交差道路）建築限界 ○ (1)-1 － － － － －

露出 ⑥路面側方 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

(2)のり面
の安定設置箇所

(3)損傷時の
早期復旧

－

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路床 埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

－



参考 1-21 

(2) のり面の安定 

のり面の表層は、豪雨や風化、小規模な地震などによって表層崩壊の危険性があることから、

高圧導管の設置には検討が必要であるとした。 

(3) 道路損傷時の早期復旧 

のり面が災害等で損傷した際には早期復旧が必要であるが、高圧導管が設置されていること

によりそれに支障が生じることが懸念されることから、この範囲における高圧導管の設置には

検討が必要であるとした。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ

レ
ベ
ル
１

Ｄ

レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 のり面崩壊（表層崩壊）の発生 ○ ○ ○ － (2) － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － －

地震時

(1)関連法令
等の順守

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

－

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時
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(4) の維持管理 

のり面に設置される排水施設については、の機能の確保及び維持管理の容易性の確保の面か

ら、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。 

(5) 安全施設の保全 

路面近傍に設置される安全施設（ガードレール等）の基礎については、構造の安定を確保す

る必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑦のり面 排水施設等の維持管理 ○ ○ － － － (4) － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － (5) － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所
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(6) 管理施設の保全 

路面直下及び近傍に埋設される管理施設（電気・通信管路）については、安全性を確保する

必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

(7) 事故時の被害拡大防止 

のり面の表面については、車両転落や、車両火災等による被害拡大を防止するため、高圧導

管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路床 電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － (6) －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(7)事故時の
被害拡大防止

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

設置箇所

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ

レ
ベ
ル
１

Ｄ

レ
ベ
ル
２

露出 ⑦のり面 車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － －

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(7)

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性
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(8) まとめ 

(1)～(7)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置

が不可（困難）な箇所を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置

の可否が決定する箇所を「要検討」に区分した。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

①路床 埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － － －

電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － (6)

②路体 ボックス内（交差道路）建築限界 ○ (1)-1 － － － － －

防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － (5) －

のり面崩壊（表層崩壊）の発生 ○ ○ ○ － (2) － － － －

損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － －

④原地盤 － － － － － －

⑤側道 － － － － － －

⑥路面側方 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － －

排水施設等の維持管理 ○ ○ － － － (4) － －

車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性

(6)管理施設
の保全

利用者の安全性

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

露出

－

⑦のり面
－

(7)

埋設

－

－

－

③のり面

－

－

－

－

－
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1.2.5. 暫定断面 

(1) 関連法令等の順守 

1) 建築限界（道路構造令第 12 条） 

建築限界内は、車両や歩行者の交通の安全を確保するために、障害となるようなものを置

いてはならないことから、高圧導管の設置は不可である 

2) 水管又はガス管の占用の場所に関する基準（道路法施行令第 11 条の 3） 

路面から 1.2m より浅い位置は、高圧導管の頂部と路面との距離を 1.2m 以上確保する必要

があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑥路面側方 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － －

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

－

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路床 埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

－
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(2) のり面の安定 

1) 表層崩壊 

のり面の表層は、豪雨や風化、小規模な地震などによって表層崩壊の危険性があることか

ら、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。 

1) すべり崩壊 

のり面は、大規模地震時にすべり崩壊が懸念されることから、この範囲における高圧導管

の設置には検討が必要であるとした。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 のり面崩壊（表層崩壊）の発生 ○ ○ ○ － (2)-1 － － － －

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所

－

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 のり面崩壊（すべり崩壊）の発生 ○ － (2)-2 － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止設置箇所
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(3) 損傷時の早期復旧 

のり面が災害等で損傷した際には早期復旧が必要であるが、高圧導管が設置されていること

によりそれに支障が生じることが懸念されることから、この範囲における高圧導管の設置には

検討が必要であるとした。 

(4) 維持管理 

のり面に設置される排水施設については、の機能の確保及び維持管理の容易性の確保の面か

ら、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑦のり面 排水施設等の維持管理 ○ ○ － － － (4) － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所
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(5) 安全施設の保全 

路面近傍に設置される安全施設（ガードレール等）の基礎については、構造の安定を確保す

る必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

(6) 管理施設の保全 

路面直下及び近傍に埋設される管理施設（電気・通信管路）については、安全性を確保する

必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③のり面 防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － (5) － －

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路床 電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － (6)

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

－

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性



参考 1-29 

(7) 車両事故の被害拡大防止 

のり面の表面については、車両転落や、車両火災等による被害拡大を防止するため、高圧導

管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ⑦のり面 車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － － (7)

(7)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性
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(8) まとめ 

下図に、(1)～(7)のとりまとめ結果を示す。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

①路床 埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － － －

電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － (6)

②路体 － － － － － －

防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － (5) －

のり面崩壊（表層崩壊）の発生 ○ ○ ○ － (2)-1 － － － －

のり面崩壊（すべり崩壊）の発生 ○ － (2)-2 － － － －

損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － －

④側道 － － － － － －

⑤路面側方 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － －

排水施設等の維持管理 ○ ○ － － － (4) － －

車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － －

－

－

③のり面

設置箇所

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性

埋設

－

－

利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)のり面
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

露出

－

⑥のり面
－

(7)

－

－

－

－
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1.3. 土工部（切土） 

1.3.1. 完成断面 

(1) 関係法令等の順守 

1) 建築限界（道路構造令第 12 条） 

建築限界内は、車両や歩行者の交通の安全を確保するために、障害となるようなものを置

いてはならないことから、高圧導管の設置は不可である 

2) 水管又はガス管の占用の場所に関する基準（道路法施行令第 11 条の 3） 

路面から 1.2m より浅い位置は、高圧導管の頂部と路面との距離を 1.2m 以上確保する必要

があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ

ベ
ル

１

Ｄ
レ

ベ
ル

２

露出 ⑥路面付近 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － －

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面
    の安定

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

(3)損傷時の
     早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
 被害拡大防止

設置箇所

検討項目
Ａ

常
時

Ｂ

降
雨

時

地震時

－

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ

ベ
ル

１

Ｄ
レ

ベ
ル

２

埋設 ①路床 埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － － －

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
 被害拡大防止

設置箇所

－

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目
Ａ

常
時

Ｂ

降
雨

時

地震時

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面
    の安定

(3)損傷時の
     早期復旧
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(2) のり面の安定 

のり面は、豪雨や風化、小規模な地震などによって崩壊の危険性があることから、高圧導管

の設置には検討が必要であるとした。 

(3) 道路損傷時の早期復旧 

のり面が災害等で損傷した際には早期復旧が必要であるが、高圧導管が設置されていること

によりそれに支障が生じることが懸念されることから、この範囲における高圧導管の設置には

検討が必要であるとした。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ

ベ
ル

１

Ｄ
レ

ベ
ル

２

埋設 ②原地盤 損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － (3) － － －

(2)のり面
    の安定

(3)損傷時の
     早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
 被害拡大防止

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目
Ａ

常
時

Ｂ

降
雨

時

地震時

(1)関連法令
    等の順守

設置箇所

－

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ②原地盤 のり面崩壊の危険性 ○ ○ ○ － (2) － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

(3)損傷時の
     早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
 被害拡大防止

設置箇所

検討項目
Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面
    の安定

－
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(4) 維持管理 

のり面に設置される排水等の施設については、機能の確保及び維持管理の容易性の確保の面

から、高圧導管の設置には検討が必要であるとした。 

(5) 安全施設の保全 

路面近傍に設置される安全施設（ガードレール等）の基礎については、構造の安定を確保す

る必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ

ベ
ル

１

Ｄ
レ

ベ
ル

２

埋設 ②原地盤 排水施設の維持管理 ○ ○ － － － (4) － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

(3)損傷時の
     早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
 被害拡大防止

設置箇所

検討項目
Ａ

常
時

Ｂ

降
雨

時

地震時

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面
    の安定

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ

ル
１

Ｄ
レ
ベ

ル
２

埋設 ①路床 埋設深の確保 ○ － － － － （５） －

(5)安全施設

の保全

(6)管理施設

の保全

(7)事故時の

 被害拡大防止

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目
Ａ
常

時

Ｂ
降

雨
時

地震時

(1)関連法令

    等の順守

－

設置箇所

(2)のり面

    の安定

(3)損傷時の

     早期復旧
(4)維持管理
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(6) 管理施設の保全 

路面直下及び近傍に埋設される管理施設（電気・通信管路）については、安全性を確保する

必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

(7) 事故時の被害拡大防止 

のり面の表面については、車両転落や、車両火災等による被害拡大を防止するため、高圧導

管の設置は不可である。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ

ベ
ル

１

Ｄ
レ

ベ
ル

２

埋設 ①路床 埋設深の確保 ○ － － － － － （６）

地震時

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面
    の安定

(3)損傷時の
     早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目
Ａ

常
時

Ｂ

降
雨

時

－

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
 被害拡大防止

設置箇所

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ

ベ
ル

１

Ｄ
レ

ベ
ル

２

露出 ⑥路面側方 車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － － (7)

(3)損傷時の
     早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
 被害拡大防止

設置箇所

検討項目
Ａ

常
時

Ｂ

降
雨

時

地震時

(1)関連法令
    等の順守

(2)のり面
    の安定

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性
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(8) まとめ 

(1)～(7)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設

置が不可（困難）な箇所を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設

置の可否が決定する箇所を「要検討」に区分した。 

周辺の安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

①路床 埋設深の確保 ○ (1)-2 － － － （５） （６）

のり面崩壊の危険性 ○ ○ ○ － （２） － － － －

電気・通信管路（管理施設）の保全 ○ － － － － － －

防護柵（安全施設）の保全 ○ － － － － － －

排水施設の維持管理 ○ ○ － － － （４） － －

損傷時の早期復旧 ○ ○ ○ － － （３） － － －

建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － －

車両事故の被害拡大防止 ○ － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目
Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
    等の順守

－

(2)のり面
    の安定

(3)損傷時の
     早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
 被害拡大防止

設置箇所

－

－

－

－

－

－

（７）

⑥路面側方

埋設

露出

②原地盤
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1.4. 橋梁・高架部 

1.4.1. 橋梁部 

(1) 関連法令等の順守 

1)  建築限界（道路構造令第 12 条） 

建築限界内は、車両や歩行者の交通の安全を確保するために、障害となるようなものを置

いてはならないことから、高圧導管の設置は不可である。 

2) 河川交差の条件 

桁下高は、河川管理施設等構造令第 64条により、以下の範囲について、高圧導管の設置は

不可である。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ①上部工 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

－

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

②下部工 河川交差条件 ○ (1)-2 － － － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所
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(2) 上部工の安定 

上部工に高圧導管を設置することにより、荷重が増大し、構造上の安定性が確保できない可

能性がある。このことから、上部工への高圧導管設置には検討が必要であるとした。 

(3) 下部工の安定 

1) 荷重増大 

上部工及び下部工に高圧導管を設置することにより、荷重が増大し、構造上の安定性が確保

できない可能性がある。このことから、上部工及び下部工への高圧導管設置には検討が必要で

あるとした。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ①上部工 上部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － (2) － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

－

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

①上部工 上部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － － (3)-1 － － － － －

②下部工 下部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － － (3)-2 － － － － － －

(1)関連法令
等の順守

(8)管理施設
の保全

－
露出

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性
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2) 地震時の干渉 

下部工及び基礎工については、地震時の橋梁との干渉による高圧導管の損傷防止の観点か

ら、検討が必要であるとした。 

(4) 基礎工の安定 

1) 荷重増大 

上部工及び下部工に高圧導管を設置することにより、基礎工の受け持つ荷重が増大し、構

造上の安定性が確保できない可能性がある。このことから、上部工及び下部工への高圧導管

設置には検討が必要であるとした。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③原地盤 地震時の干渉 ○ ○ － － (3)-3 (4)-4 － － － －

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

－

構造物の安全性・修復性 利用者の安全性道路の要求性能 作用

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

①上部工 上部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － － － (4)-1 － － － －

②下部工 下部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － － － (4)-2 － － － －

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

－

－

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

露出
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2) 基礎の支持力確保 

橋梁の支持地盤よりも深部については、直接基礎荷重を受けるため、高圧導管の設置は不

可である（高圧導管指針 P28 による）。 

(5) 損傷時の早期復旧 

橋梁が災害等で損傷した際には早期復旧が必要であるが、高圧導管が設置されていることに

よりそれに支障が生じることが懸念されることから、この範囲における高圧導管の設置には検

討が必要であるとした。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③原地盤 基礎の支持力確保 ○ ○ ○ ○ － － － (4)-3 － － － － －

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

利用者の安全性

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

①上部工 損傷時の早期復旧性 ○ ○ － － － － (5)-1 － － －

②下部工 損傷時の早期復旧性 ○ ○ － － － － (5)-2 － － －

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

－

－
露出

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時 (5)損傷時の

早期復旧
(6)維持管理

(7)安全施設
の保全

地震時

(1)関連法令
等の順守

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所
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(6) 維持管理 

橋梁については、一般的に検査路や橋梁点検車での目視などの点検を行うことから、高圧導

管の設置には、点検等の支障とならない等の検討が必要であるとした。 

(7) 安全施設の保全 

該当なし 

(8) 管理施設の保全 

該当なし 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ①上部工 橋梁点検時の支障 ○ ○ ○ － － － － － (6) － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

設置箇所

－

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(9)事故時の
被害拡大防止
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(9) 車両事故時の被害拡大 

橋梁については、逸脱、火災、積荷の落下等による被害拡大を防止するため、高圧導管の設

置は不可である。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ①上部工 車両事故時の被害拡大防止 ○ － － － － － － － － (9)

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定
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(10)まとめ 

(1)～(9)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置

が不可（困難）な箇所を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置

の可否が決定する箇所を「要検討」に区分した。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － － － －

上部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － (2) (3)-1 (4)-1 － － － －

損傷時の早期復旧性 ○ ○ － － － － (5) － － －

橋梁点検時の支障 ○ ○ ○ － － － － － (6) － －

車両事故時の被害拡大防止 ○ － － － － － － － －

河川交差条件 ○ (1)-2 － － － － － － －

損傷時の早期復旧性 ○ ○ － － － － (5) － － －

下部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － － (3)-2 (4)-2 － － － －

基礎の支持力確保 ○ ○ ○ ○ － － － (4)-3 － － － －

地震時の干渉 ○ ○ － － (3)-3 (4)-4 － － － －
埋設 ③原地盤

－

－

(9)

②下部工

－

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

設置箇所

露出

①上部工

－

－

－

(9)事故時の
被害拡大防止

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

－

－

構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

作用道路の要求性能

－
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1.4.3. 高架部 

(1) 関連法令等の順守 

1) 建築限界（道路構造令第 12 条） 

建築限界内は、車両や歩行者の交通の安全を確保するために、障害となるようなものを置

いてはならないことから、高圧導管の設置は不可である。 

2) 交差道路等の条件 

交差道路がある場合には、車両や歩行者の交通の安全を確保するために、障害となるよう

なものを置いてはならないことから、高圧導管の設置は不可である。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ①上部工 建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － － － －

設置箇所

－

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理

検討項目
Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ②下部工 道路交差条件 ○ (1)-2 － － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目
Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

設置箇所

－

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止
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3)  水管又はガス管の占用の場所に関する基準（道路法施行令第 11条の 3） 

路面から 1.2m より浅い位置は、高圧導管の頂部と路面との距離を 1.2m 以上確保する必要

があることから、高圧導管の設置は不可である。 

(2) 上部工の安定 

上部工に高圧導管を設置することにより、荷重が増大し、構造上の安定性が確保できない可

能性がある。このことから、上部工への高圧導管設置には検討が必要であるとした。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③原地盤 側道下の埋設深 ○ (1)-3 － － － － － － －

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

設置箇所

作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

－

検討項目
Ａ
常
時

道路の要求性能

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ①上部工 上部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － (2) － － － － － －

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目
Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

－
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(3) 下部工の安定 

1) 荷重増大 

上部工及び下部工に高圧導管を設置することにより、荷重が増大し、構造上の安定性が確保

できない可能性がある。このことから、上部工及び下部工への高圧導管設置には検討が必要で

あるとした。 

2) 地震時の干渉 

下部工及び基礎工については、地震時の橋梁との干渉による高圧導管の損傷防止の観点から、

検討が必要であるとした。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

①上部工 上部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － － (3)-1 － － － － －

②下部工 下部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － － (3)-2 － － － － －

(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

検討項目

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

－

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

－

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理

Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

露出

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③原地盤 地震時の干渉 ○ ○ － － (3)-3 (4)-4 － － － －

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

－

構造物の安全性・修復性 利用者の安全性道路の要求性能 作用
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(4) 基礎工の安定 

1) 荷重増大 

上部工及び下部工に高圧導管を設置することにより、基礎工の受け持つ荷重が増大し、構造

上の安定性が確保できない可能性がある。このことから、上部工及び下部工への高圧導管設置

には検討が必要であるとした。 

2) 基礎の支持力確保 

橋梁の支持地盤よりも深部については、直接基礎荷重を受けるため、高圧導管の設置は不可

である（高圧導管指針 P28 による）。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

①上部工 上部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － － － (4)-1 － － － －

②下部工 下部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － － － (4)-2 － － － －

Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理
(7)安全施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

－

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目

－

(8)管理施設
の保全

露出

地震時

(1)関連法令
等の順守

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

埋設 ③原地盤 基礎の支持力確保 ○ ○ ○ ○ － － － (4)-3 － － － －

(7)安全施設
の保全

利用者の安全性

－

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理

検討項目
Ａ
常
時
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(5) 道路損傷時の早期復旧 

橋梁が災害等で損傷した際には早期復旧が必要であるが、高圧導管が設置されていることに

よりそれに支障が生じることが懸念されることから、この範囲における高圧導管の設置には検

討が必要であるとした。 

(6) 維持管理 

橋梁については、一般的に検査路や橋梁点検車での目視などの点検を行うことから、高圧導

管の設置には、点検等の支障とならない等の検討が必要であるとした。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

①上部工 損傷時の早期復旧性 ○ ○ － － － － (5)-1 － － －

②下部工 損傷時の早期復旧性 ○ ○ － － － － (5)-2 － － －

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

－

－
露出

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目 Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時 (5)損傷時の

早期復旧
(6)維持管理

(7)安全施設
の保全

地震時

(1)関連法令
等の順守

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ①上部工 橋梁点検時の支障 ○ ○ ○ － － － － － (6) － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

－

(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理

検討項目
Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守
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(7) 安全施設の保全 

該当なし 

(8) 管理施設の保全 

該当なし 

(9) 事故時の被害拡大防止 

橋梁については、逸脱、火災、積荷の落下等による被害拡大を防止するため、高圧導管の設

置は不可である。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

露出 ①上部工 車両事故時の被害拡大防止 ○ － － － － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

(9)

(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

(9)事故時の
被害拡大防止

設置箇所

(2)上部工
の安定

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理

検討項目
Ａ
常
時

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守
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(10)まとめ 

(1)～(9)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置

が不可（困難）な箇所を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置

の可否が決定する箇所を「要検討」に区分した。 

※道路交差条件を考慮した検討としており、交差道路等がない場合は（1）-2 が控除され

る。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｃ
レ
ベ
ル
１

Ｄ
レ
ベ
ル
２

建築限界の確保 ○ (1)-1 － － － － － － －

上部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － (2) (3)-1 (4)-1 － － － －

損傷時の早期復旧性 ○ ○ － － － － (5) － － －

橋梁点検時の支障 ○ ○ ○ － － － － － (6) － －

車両事故時の被害拡大防止 ○ － － － － － － － －

道路交差条件 ○ (1)-2 － － － － － － －

下部工の荷重増大 ○ ○ ○ ○ － － (3)-2 (4)-2 － － － －

基礎の支持力確保 ○ ○ ○ ○ － － － (4)-3 － － － －

側道下の埋設深 ○ (1)-3 － － － － － － －

地震時の干渉 ○ ○ － － (3)-3 (4)-4 － － － －

－

(9)

－

①上部工

②下部工

③原地盤

露出

埋設

設置箇所

(3)下部工
の安定

(4)基礎工
の安定

(5)損傷時の
早期復旧

(6)維持管理

作用

(7)安全施設
の保全

(8)管理施設
の保全

－

－

Ｂ
降
雨
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)上部工
の安定

(9)事故時の
被害拡大防止

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目
Ａ
常
時

－

－

－

－

－

(1)-3 (1)-3 
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1.5. トンネル部 

1.5.1. 本坑 

(1) 関連法令等の順守 

1) 水管又はガス管の占用の場所に関する基準（道路法施行令第 11 条の 3） 

路面から 1.2m より浅い位置は、高圧導管の頂部と路面との距離を 1.2m 以上確保する必要

があることから、高圧導管の設置は不可である。 

(2) トンネルの安定 

既設トンネルに近接して新設トンネルを施工するため、現況トンネルへの影響を考慮。 

現況トンネルの周囲 5m には近接施工は行えない（（2）-1 の範囲）。また、トンネル掘削径

（D）の 1.5～2.0 の区間は近接による影響検討が必要な近接区間と設定される（（2）-2 の範

囲）。「設計要領 第三集 トンネル保全編」による。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｂ
レ
ベ
ル
１

Ｃ
レ
ベ
ル
２

①路面下 埋設深の確保 ○ (1) － － － － －

②トンネル外 埋設深の確保 ○ (1) － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

Ａ
常
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)トンネル
の安定

検討項目

設置箇所

(3)損傷時の
早期復旧

－

－

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

埋設
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(3) 損傷時の早期復旧 

該当なし 

(4) 維持管理 

該当なし 

(5) 安全施設の保全 

該当なし 

(6) 管理施設の保全 

路面直下及び近傍に埋設される管理施設（電気・通信管路）については、安全性を確保する

必要があることから、高圧導管の設置は不可である。 

(7) 事故時の被害拡大防止 

該当なし 

周辺への安全性

技術的課題

Ｂ
レ
ベ
ル
１

Ｃ
レ
ベ
ル
２

トンネル保護層（5ｍ未満） ○ － (2)-1 － － － －

トンネル離隔（1.5～2Ｄ） ○ － (2)-2 － － － －
埋設 ②トンネル外

－

－

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

Ａ
常
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)トンネル
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

検討項目

設置箇所

周辺への安全性

技術的課題

Ｂ
レ
ベ
ル
１

Ｃ
レ
ベ
ル
２

①路面下 電気、通信、排水管路の保全 ○ － － － － － (6)-1

②トンネル外 電気、通信、排水管路の保全 ○ － － － － － (6)-2

(2)トンネル
の安定

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目

設置箇所

－

－
埋設

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

Ａ
常
時

地震時

(1)関連法令
等の順守
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(8) まとめ 

(1)～(7)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置

が不可（困難）な箇所を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置

の可否が決定する箇所を「要検討」に区分した。 

周辺への安全性

技術的課題

Ｂ
レ
ベ
ル
１

Ｃ
レ
ベ
ル
２

埋設深の確保 ○ (1) － － － － －

電気、通信、排水管路の保全 ○ － － － － － (6)-1

埋設深の確保 ○ (1) － － － － －

トンネル保護層（5ｍ未満） ○ － (2)-1 － － － －

トンネル離隔（1.5～2Ｄ） ○ － (2)-2 － － － －

電気、通信、排水管路の保全 ○ － － － － － (6)-2

利用者の安全性

(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

道路の要求性能 構造物の安全性・修復性

(1)関連法令
等の順守

(2)トンネル
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理

作用

地震時
Ａ
常
時

検討項目

設置箇所

埋設

①路面下

②トンネル外
－

－

－

－

－

－
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1.5.2. 避難坑 

(1) 関係法令等の順守 

1) 水管又はガス管の占用の場所に関する基準（道路法施行令第 11 条の 3） 

路面から 1.2m より浅い位置は、高圧導管の頂部と路面との距離を 1.2m 以上確保する必要

があることから、高圧導管の設置は不可である。 

(2) トンネルの安定（近接施工） 

既設トンネルに近接して新設トンネルを施工するため、現況トンネルへの影響を考慮。 

現況トンネルの周囲 5m には近接施工は行えない（（2）-1 の範囲）。また、トンネル掘削径

（D）の 1.5～2.0 の区間は近接による影響検討が必要な近接区間と設定される（（2）-2 の範

囲）。「設計要領 第三集 トンネル保全編」による。 

完成形状 

周辺への安全性

技術的課題

Ｂ
レ
ベ
ル
１

Ｃ
レ
ベ
ル
２

埋設 ①路面下 埋設深の確保 ○ (1) － － － － －

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

Ａ
常
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)トンネル
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

－

検討項目

設置箇所

（避難連絡坑） （避難坑）
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将来拡幅 

将来の 4車線化施工（断面拡幅）に支障となる位置への高圧導管の設置は不可である。 

(3) 損傷時の早期復旧 

該当なし 

周辺への安全性

技術的課題

Ｂ
レ
ベ
ル
１

Ｃ
レ
ベ
ル
２

トンネル保護層（5ｍ未満） ○ － (2)-1 － － － －

トンネル離隔（1.5～2Ｄ） ○ － (2)-2 － － － －
埋設 ②トンネル外

－

－

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

検討項目

設置箇所

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

Ａ
常
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)トンネル
の安定

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

周辺への安全性

技術的課題

Ｂ
レ
ベ
ル
１

Ｃ
レ
ベ
ル
２

埋設 ②トンネル外 【完成４車線拡幅】 ○ － （2)-3 － － － － －

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理
(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

Ａ
常
時

地震時

(1)関連法令
等の順守

(2)トンネル
の安定

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性 利用者の安全性

検討項目

設置箇所
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(4) 維持管理 

該当なし 

(5) 安全施設の保全 

該当なし 

(6) 管理施設の保全 

該当なし 

(7) 事故時の被害拡大防止 

該当なし 

(8) まとめ 

(1)～(7)の検討結果から、設置位置には制約事項（技術的な課題）があり、高圧導管の設置

が不可（困難）な箇所を「不可」、高圧導管の設置には検討が必要とされ検討結果により設置

の可否が決定する箇所を「要検討」に区分した。なお、避難坑は、将来拡幅の有無に分けて示

す。 

（将来拡幅無） 

（将来拡幅有） 
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周辺への安全性

技術的課題

Ｂ
レ
ベ
ル
１

Ｃ
レ
ベ
ル
２

①路面下 埋設深の確保 ○ （１） － － － － －

トンネル保護層（5ｍ未満） ○ － （２)-1 － － － －

トンネル離隔（1.5～2Ｄ） ○ － （２)-2 － － － －

【完成４車線拡幅】 ○ － （2)-3 － － － － －

埋設
②トンネル外

道路の要求性能 作用 構造物の安全性・修復性

(2)トンネル
の安定

(3)損傷時の
早期復旧

(4)維持管理

検討項目

設置箇所

利用者の安全性

－

(5)安全施設
の保全

(6)管理施設
の保全

(7)事故時の
被害拡大防止

－

－

Ａ
常
時

地震時

(1)関連法令
等の順守



参考 2-1 

 

 

2. 高圧導管設置区間の試算検討 

 

2.1. 集計結果 

参考表 2.1 は、高速道路会社より貸与された路線図（63 路線）の路線毎の集計結果である。 

また、参考図 2.1 及び参考図 2.2 は、路線毎の道路構造別の延長と比率を示したものである。 
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参考表 2.1 路線毎の延長内訳表 
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参考図 2.1 路線毎の道路構造別の延長 
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参考図 2.2 路線毎の道路構造別の比率 
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3. 台湾現地視察 

高速道路にガスパイプラインが敷設されている台湾の高速道路を現地視察した。 

 

3.1. 調査内容 

台湾の高速道路 1号線に埋設される高圧導管の視察を、参考表 3.1 に示す日程で実施した。 

今回の視察では「台湾中油（CPC）」に直接のヒアリングができなかったこともあり、引き続き

継続して調査を行うものとする。 

 

 

参考図 3.1 視察コース 
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参考表 3.1 視察日程 

1 日目 

(H29.3.4) 

〇高速道路１号線・本線側道（五股揚梅高架線下の側道）へのガスパイプライン

埋設箇所〔桃園国際空港から桃園市・富國地点〕 

〇長生ガス火力発電所（高速道路１号線・本線埋設のガスパイプラインから燃料

供給）〔桃園市内〕 

〇高速道路１号線・本線へのガスパイプライン埋設状況（ドライブレコーダーに

よる撮影）〔桃園市内から台中市内〕 

2 日目 

(H29.3.5) 

〇高速道路１号線・本線へのガスパイプライン埋設状況（ドライブレコーダーに

よる撮影）〔台中市内から彰化県・雲林県の県境（濁水渓）〕 
〇高速道路１号線・本線へのガスパイプラインからガバナステーション等の分

岐・露出箇所〔彰化県渓州郷〕 
〇高速道路１号線・本線へのガスパイプライン埋設状況（ドライブレコーダーに

よる撮影）〔彰化県渓州郷から桃園国際空港〕 
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3.2. 高圧導管 

3.2.1. 調査箇所 

 

 

参考図 3.2 調査箇所 
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3.2.2. 側道部の高圧導管の埋設 

 

 

参考図 3.3 現地平面図 

 

 

参考図 3.4 現地横断図 
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参考写真 3.1 埋設箇所（遠景） 

 

 

参考写真 3.2 埋設箇所 
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3.3. 専用橋とガバナステ－ション 

高速道路 1 号線の橋梁区間において設置されている高圧導管の専用橋とガバナステーション

〔彰化県・雲林県の県境〕を以下に示す。 

 

 

参考図 3.5 調査箇所 
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3.3.1. 専用橋 

専用橋は、高速道路の橋梁に併設するように設置されている。 

 

 

参考写真 3.3 ドライブレコーダによる高速道路と並行する高圧導管専用橋 

 

 

参考写真 3.4 専用橋（その 1） 

 

 

参考写真 3.5 専用橋（その 2） 

専用橋 
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参考写真 3.6 右岸側の露出部 

 

 

 

参考写真 3.71 左岸側の露出部 
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3.3.2.  ガバナステーション 

 

 

参考写真 3.8 右岸側に位置するガバナステーション（彰化県渓州郷） 

 

 

参考写真 3.9 入口看板 

 

 

参考写真 3.10 近景 
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3.4. ガス火力発電所 

長生ガス火力発電所（桃園市）を、以下に示す。 

3.4.1. 調査箇所 

 

 

参考図 3.6 調査箇所 
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参考写真 3.11 長生ガス火力発電所（正面） 

 

 

参考写真 3.12 長生ガス発電所（東側） 
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参考写真 3.13 高速道路 1 号線からの天然ガスの引込導管とその保守作業（CPC 社提供） 
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4. 技術基準等資料 

道路土構造物技術基準を以下に示す。重要度、作用、性能による基準を示す。 

4.1. 構造基準 
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4.2. 重要度と要求性能 

道路構造物における作用別の重要区分と要求性能の例は、次表のように示されている。 

参考表 4.1 土工構造物 

重要度

想定する作用
重要度 1 重要度 2

常時の作用 性能 1 性能 1

降雨の作用 性能 1 性能 1

地震動 

の作用

レベル 1地震動 性能 1 性能 2

レベル 2地震動 性能 2 性能 3

「道路土工要綱 Ｐ34」 

参考表 4.2 盛土 

重要度

想定する作用
重要度 1 重要度 2

常時の作用 性能 1 性能 1

降雨の作用 性能 1 性能 1

地震動 

の作用

レベル 1地震動 性能 1 性能 2

レベル 2地震動 性能 2 性能 3

「道路土工 盛土工指針 P85」 

参考表 4.3 擁壁 

重要度

想定する作用
重要度 1 重要度 2

常時の作用 性能 1 性能 1

降雨の作用 性能 1 性能 1

地震動 

の作用

レベル 1地震動 性能 1 性能 2

レベル 2地震動 性能 2 性能 3 

「道路土工 擁壁工指針 P44」 
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参考表 4.4 カルバ－ト 

重要度

想定する作用
重要度 1 重要度 2

常時の作用 性能 1 性能 1

地震動 

の作用

レベル 1地震動 性能 1 性能 2

レベル 2地震動 性能 2 性能 3

「道路土工 カルバート工指針 P53」 

参考表 4.5 軟弱地盤上の土工構造物（盛土） 

重要度

想定する作用
重要度 1 重要度 2

常時の作用 性能 1 性能 1

降雨の作用 性能 1 性能 1

地震動 

の作用

レベル 1地震動 性能 1 性能 2

レベル 2地震動 性能 2 性能 3

「道路土工 軟弱地盤対策工指針 P97」 
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5. 他省庁の取組み、新聞記事 

5.1. 経済産業省の取組み 

以下は、経済産業省の委員会（第 32 回ガスシステム改革小委員会 H28.6.16）におけるガス

パイプライン整備に関する指針（案）の要旨を示す。 

今後の天然ガスパイプライン整備に関する指針（案）の要旨 

１.天然ガスパイプラインの整備を検討する上での基本的な視点 

（１）現在の整備状況に関する評価 

①事業者が整備主体で、事業採算性が重視されてきた。 

②事業者ごとの供給区域で完結しており、主要都市圏や LNG 基地間は連結されていない。 

③三大都市圏間のガスの相互融通もできない。 

（２）整備を検討する上での基本的な視点（「部分最適」は「全体最適」になっていない） 

①天然ガスの利用向上の観点 

②地下貯蔵施設の活用の観点 

③競争促進の観点 

④供給安定性向上の観点 

２.天然ガスパイプラインの整備を下支えする制度的措置と国の役割 

（１）制度的措置 

①需要調査・需要開拓に掛かる費用の託送料金原価への算入を可とする。 

②事業報酬率を通常の 1.4 倍とする。 

③減価償却期間を 30 年間とする。 

（２）国の役割 

天然ガスパイプライン整備のための「環境整備」を行う。 
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図 5.1 必要な天然ガスパイプラインの整備を促進するための仕組み 

※ガスシステム改革小委員会とは、資源エネルギー庁の審議会である「総合資源エネルギー調

査会」の基本政策分科会のひとつで、低廉で安定的なガス供給を可能とするシステムの実現

に向けた検討を行うことを目的に、平成 25年に設置された。 
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5.2. 新聞記事 
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